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   概要 

本資料は、企画部国際研究推進室が平成21年度に行なった国際研究活動をとりまとめた報

告書である。 

            ｷｰﾜｰﾄﾞ ： 国際研究推進室、国際研究活動、インド、インドネシア共和国、

 研究協力 

  

  Synopsis 

This document is the report which wrote up the research activities the International Research and Promotion

Division performed in 2009. 

           Key Words ： International Research and Promotion Division, 

International research activities,  

 India, Republic of Indonesia, research cooperation 

 

 

 

 

 



 



はじめに 

 

国土技術政策総合研究所（以下、国総研という。）企画部国際研究推進室は、毎年「アジ

ア地域国土整備関係研究所長等会議（以下、アジア所長会議という。）」を開催し、今年で

18 回目を迎えた（平成 21 年度までに 19 カ国、148 名が参加）。会議にはアジア各国の政府

関係者並びに社会資本整備に関係する研究機関の研究者を招聘し、情報交換及び技術の紹

介並びに現地視察を行なってきた。しかしながら、アジア所長会議は単年度の単発的な国

際会議で、その参加は各国の申請に基づくものであることから、研究所としての戦略的で

管理可能な外交的活動たり得ているかという点で不十分であったことは否めなかった。ま

た事実、この会議をきっかけとしてアジア諸外国との間で研究協力関係を構築できずにい

たことも反省すべき点であった。 

そのため国際研究推進室では、アジア所長会議後に相手国（研究所）を個別に訪問し、

あるいは会議に先立ち、重要国を訪問しキーマンを特定するなどの工夫や研究体制（予算、

人員、研究評価、本省と研究所との関係等）についてのフォローアップ調査を行なうなど、

両国における国土整備関係の研究に関する現状と課題を共有するとともに、共同研究テー

マの発掘・研究ニーズの発掘を行なっていくなどの活動を積極的に試みることとした。 

その結果、平成 21 年度中に国総研はインド国立災害管理研究所（National Institute of 

Disaster Management, Ministry of Home Affairs, India）（以下、NIDM という。）、及びイ

ンドネシア共和国公共事業省道路・橋梁研究所（Research and Development Center for Roads 

and Bridges, Research and Development Agency, Ministry of Public Works, Indonesia）

（以下、RDCRB という。）との間で研究協力に関する覚書を締結するに至った。 

本資料は、研究協力に関する覚書を締結するまでの背景や覚書の内容について、並びに

開催したワークショップの内容等を整理するとともに、今後の国総研の外交的活動につい

て研究・整理した報告書である。 
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1. インドとの研究協力について 
 

 



 



1. インドとの研究協力について 

 

1.1. 背景 

インドとの研究協力の覚書締結に至った背景には、「第 17 回アジア所長会議（平成 20 年

10 月 21 日～29 日開催、会議テーマ：自然災害に対する防災・減災）」がきっかけである。

インドからは財務省社会基盤整備部長のアミット氏（IRS）が参加来日された。会議最終日

の総合討論においては、参加国同士が「自然災害に対する防災・減災に取り組んでいくこ

との重要性を認識するとともに今後の研究活動において相互に連携をしていく必要性を確

認した。」との採択文をまとめ、閉幕した。 

その後、この会議のフォローアップとして、災害に関する政策研究や人材育成などに関

してインド政府内で中心的役割を担う内務省国立災害管理研究所（National Institute of 

Disaster Management of India(NIDM)）にヒアリング等に伺い、そのやり取りの中で当研

究所と「地すべり等災害管理に関する共同ワークショップ」を開催することに至り、その

際に覚書の締結を行なった。 

 

次ページ以降に、覚書締結について及び共同ワークショップ開催について、並びに当研

究室にて実施した今後の研究ニーズの把握調査についても報告する。 
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覚書締結の準備にあたり、国総研はインドを訪問している。下記に訪問の目的及び会合

内容についての詳細を記載する。（海外出張調書） 

 

海外出張調書 

 

出 張 者 ：国際研究推進室 室長  寺元博昭 

国際交流専門職  中山喜志夫 

 

出 張件名：研究連携の効果を高める方策等に関する調査 

 

出 張 先 ：インド・デリー市 

 

出 張期間：平成２１年３月２５日～平成２１年３月２９日 （５日間） 

 

出張の目的： 当所と諸外国との研究連携を効果的に推進していくために、インドをモデ

ル国として、地球温暖化による気候変動による洪水や干ばつなどの災害に対

する国土保全方策やそのための研究ニーズについて調査を行うため、インド

国立災害研究所の関係者や第１７回国土整備関係研究所長等会議参加者と意

見交換を行った。 

      （相手側）Natinal Institute of Disaster Management 

                         Joint director               Mr. Shaleen Kabra 

                         Consultant                   Mr. Arun Sahdeo 

                         Head of Geohazards Division  Mr. Chandan Ghosh 

                         Associate Professor          Mr. Surya Parkash 

                         Commissioner of Income Tax   Mr. Amit Jain 

 

出張内容及び成果： インド国立災害研究所は、インドの自然災害に関する政策等につい

て研究を行っており当所と類似した研究機能を有する機関である。 

 今回の意見交換で、日本との研究連携や日本主催のセミナー参加に興

味を持っていることがわかった。研究連携方法としては、ワークショッ

プの開催やメール等による情報交換等を考えているようであった。ま

た、研究協力の分野は、地すべりや地震関係を考えているようである。

地すべりは、世界一の発生件数とのことであった。 

 今回の調査で諸外国の研究機関と当所との研究連携の研究テーマや

連携方法について全般的な意見交換を行い、研究連携の具体的フレーム

や研究分野について情報収集できたことは、当所の今後の新たな研究連

携のフレーム造りを考えていくうえで大変に意義があることを実感で

きた。 
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そ の 他 ： インドのデリー市内の交通状況は交通量が圧倒的に多く、車は交通ルール

を無視し縦横無尽に走りクラクション絶えず鳴らしつづけることに驚かされ

た。年間１０万人以上の交通事故死亡者が発生することにも頷ける状況であっ

た。 

 また、デリー市内を流れるガンジス川支流のヤムナ川は、泥くさい臭いと

生活排水によるものと思われる多少泡だった流れであった。著しい経済成長

が続くインドの一面でもあるようだ。 

 今後は自然災害の研究連携の他にも交通安全関係や環境関係においても研

究連携が必要であると感じさせられる状況であった。 
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Mission of This Research Tour 
 

1. About us; 
NILIM - National Institute of land and Infrastructure Management, a technical 
branch of the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism in Japan 
 
2. Mission of this research tour; 

1) Follow up the 17th Asian Conference of Public Works Research and 
Development – Prevention and Mitigation for national disasters, which was 
sponsored and held by Japan international and Corporation Agency(JICA) 
and NILIM 

2) Find out the real needs for the prevention and mitigation for national 
disaster in India in the scope of international research cooperation between 
Japan and India 

 
3. When the needs for research cooperation in respect of the prevention and 

mitigation for national disasters are identified, we will try to consider the 
possibility of the research cooperation and technical information exchanges 
between the related research organization in India and us. 

 
 

（AppendixⅠ）Questionnaire for National Institute of Disaster Management in India 
 
（AppendixⅡ）Questionnaire for the Current Situation and Issues of Disaster  

Prevention Measures in India 
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(Appendix Ⅰ) 
 

Questionnaire 
National Institute of Disaster Management 

 
Objective of this research 

The objective of this study is to collect information on the research management of 
the INDIA. research institutes with a view to clarifying the overall research direction of 
the institute, the grand challenge of the research project to which the institute as a whole 
address, and the individual research themes as to how they manage, plan, implement 
them and how they publish the results. This survey is consisted of the following: 

1. Organization, staffing, and funding of the research institute 
2. Research management system 
3. Individual research management cases 

 
1. Organization, staffing, and funding of the research institute 

Ⅰ. Staffing and employment 
- Please describe the procedures for staff employment. 
- Please indicate whether or not there is staff exchange with 

Universities and other research institutes. 
Ⅱ. Management and allocation of research budget and its criteria 

- Please describe the procedures and criteria for allocating 
research budget to each research unit, research theme, or 
researcher. 

- Please explain how the allocated budget is used (proportion of 
labor cost, in-house facility improvement cost, and outsourcing 
cost, etc.). 

Ⅲ. Establishment and dissolution of the research unit (laboratory, team...) 
- Please indicate whether establishment of the research unit 

comes first and then the research follows, or the research 
theme comes first and then establishment (and eventual 
dissolution) of the research unit follows. 

Ⅳ. Performance assessment of researchers 
- Please indicate whether or not performance assessment of 

researchers is implemented.  
- If implemented, please describe the criteria and weighting 

factor of the assessment.  
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２．Research management system 
Ⅰ. Determination of the overall research policy 

- Please describe the procedures to determine the overall 
research policy of the institute and whether or not there is any 
involvement of an advisory committee or alike. 

- Please describe the procedures to prepare a strategic plan etc. 
which explains the overall research policy. 

 
 
Ⅱ. Determination of the research themes (i.e. planning method)  

- Please describe the procedures to identify research needs and 
to determine research themes; for instance, whether or not 
researchers opinions and/or requests from superior institutes 
are taken into consideration, or if the public is consulted. 

 
Ⅲ. Methods to evaluate and publicize the research results 

- Please describe the procedures to evaluate the research results. 
- Please describe the procedures to publicize and disseminate the 

research results. 
- Please indicate how much effect is gained by the publication 

and whether or not assessment of such effect is implemented.  
 

3. Individual research management cases 
Ⅰ. Flow of procedures of an actual research project 

- By way of example, please describe an actual research project 
along the course from planning to research reporting. 

 
Reference materials related to above matters would be appreciated. If possible, please 
give a description of the system with its advantages and disadvantages, current issues 
and so on.  
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付属資料 Ⅰ 

 

現地ヒアリング調査 質問状 

 

概要（目的） 

インドの災害関係の研究機関について、機関としての研究の方向性、研究所全体として

取り組む研究プロジェクトや研究の大課題、また個別の研究テーマについて、その管理と

立案、実施、研究成果の公表等について情報を収集したい。 

 

１．研究所の組織・人員構成・予算に関する質問 

２．研究マネジメントに関する質問 

３．個別の研究マネジメントに関する質問 

 

１．研究所の組織・人員構成に関する質問 

Ⅰ．職員の構成と採用方法 

職員はどのような手順に則って採用しているのか。また、大学や

他の研究機関との人事交流は実施しているのか。 

Ⅱ．予算の管理と割り振り、配分する際の基準 

予算はどのように各研究室や研究テーマ、あるいは研究者に割り

振るのか。その時の判断基準はどのようなものか。 

また予算の使用・活用方法はどのようなものか。例えば主に人件

費や直営による施設整備、外部委託・発注等の内訳等について、可

能なら知りたい。 

Ⅲ．研究所の部・研究室、研究チームの作成・解散 

研究所では、まず研究室ありきで研究を進めているのか、それと

も研究テーマ毎にチームを結成・解散しているのか。 

Ⅳ．研究員の評価手法 

研究者の評価などは実施しているのか。しているのであれば、そ

れはどのような基準に従って実施されているのか。さらに、その際

の評価基準は、どこに重きを置いているのか。 

 

２．研究マネジメントに関する質問（優先１） 

Ⅰ．全体方針の設定 

研究所としての全体方針、例えばポリシーなどはどのような手順

で決定されるのか。例えば委員会などを開催しているのか。 

また、それらのポリシーを説明するストラテジックプランなどは、

どのような手順で作成されているのか。 
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Ⅱ．研究テーマの設定方法、計画立案 

研究ニーズの把握とテーマの設定は、どのような手順で行ってい

るのか。例えば、研究者からの吸い上げ、上位機関からの依頼、国

民からの意見抽出など、テーマを決める手法・流れを知りたい。 

 

Ⅲ．研究成果に関する評価手法・成果発表手法 

研究によって得られた成果は、どのような手順に従って評価を実

施しているのか。また、得られた成果はどのように公表・普及され

ているのか、その手法を知りたい。 

更に、その公表の結果、効果はいかほどだったのか、またその効

果自体の評価も実施しているのか。 

 

 

３．個別の研究マネジメントに関する質問（優先 2） 

Ⅰ．個別の研究テーマを対象とし、研究の立案から結果報告までの流れ 

基本的には「２」の項目と同じ質問だが、個別の研究テーマにつ

いて、事例を用いてその計画立案から成果発表（あるいは研究結果

報告）までの一連の流れを見せて欲しい。 

 

上記項目についてお答えいただくと同時に、参考となる資料をいただきたい。それぞれ

についてのメリットや、そのシステムについての現時点での懸案事項（デメリット等）を

教えて欲しい。 
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(Appendix Ⅱ) 

Questionnaire on the Current Situation and Issues of National Disaster Prevention Measures 

 
Please answer the following questions for each natural disaster. 
1. Please fill in the current situation of prevention measures against natural disaster. Each step is 

shown based on the flow in Figure 1. 
(1) Concerning “Current situation,” please select one item below for each step. 

C: Complete ･･･Already completed. 
A: Almost complete ･･･Almost completed. The measures based on the current 

technology are over but new technology is required to achieve 
the targeted levels, and so on. 

D: During enforcement ･･･Currently implemented. 
N: Non-start ･･･Not commenced yet. 

(2) Concerning “Issues for completion,” please select one from items below for anything 
uncompleted for each step because of one of the items below. If it will be completed by 
systematic implementation, it is not required to make selections here. 

T: Technology : Insufficiency of the technical measures 
L: Legal System : Insufficiency of the legal system 
O: Organization : Insufficiency of the organizational development 
H: Human Ability : Insufficiency of technical capability of staff 
F: Finance : Insufficiency of funds 

(3) Concerning “Priority,” please select 3 items in the order of urgency among steps issues of 
which should be solved in each step. Indicate the number (1), 2), 3)). 

2. For the items with high priority selected in 1 above, please describe the current situation and what 
assistance you expect from NILIM. 

3. Please state any assistance you need to prepare the monitoring report. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure-1. Implementation flow of disaster prevention/reduction 

1) Setting the target natural disaster

2) Setting external forces of natural disaster

3) Damage estimation 

4) Setting targeted disaster prevention 

5) Development of legal 

6) Structural measures
7) Non-structural measures 

Disaster prevention/reduction 

Feedback such 

as evaluation 
8) Grasp/evaluate implementation situation

Non-structural Measures 

Force Estimation 

Damage Estimation 

Damage Estimation 

Introduction of Legal 
Systems 

Structural Measures 

Research and 
Evaluation 

NILIM Technical 
Assistance 
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Reference: The outline of the implementation focusing on technology in the implementation flow of 

disaster prevention/reduction shown in Figure-1 is described below. 

 
1) Setting target natural hazard 

Clarify the natural hazard to be dealt with in your country. 
(Earthquake, volcanic eruption, landslide, tsunami, flood, drought, Strong Wind (typhoon, 
tornado), etc.) 

 
2) Setting scale of natural hazard 

For the natural hazard selected in 1), estimate the frequency and scale of target hazard in each 
area of your country. 
Example:  

Earthquake ･･･ Estimation of occurrence frequency and seismic motion of each area 
 Typhoon  ･･･ Maximum wind speed occurring once in 100 years 

Flood     ･･･ Scale of flood occurring once in 100 years 
 
3) Damage estimation 

Grasp the outline of what and where damage occur to public and private facilities and the 
resulting assumed human damage due to the phenomenon selected in 2). 

 
4) Setting targeted disaster prevention levels 

Set levels of measures and period of implementation based on the current damage estimation in 3) 
and estimation of cost required for disaster prevention/reduction and its effects, and national 
situations. 

 
5) Development of legal systems 

Develop legal systems required to achieve the targeted disaster prevention levels. 
 
6) Implementation of structural measures 

To achieve the purposes of legal systems, etc., implement structural measures. 
Example: 
 Earthquake  ･･･ Earthquake-proof retrofitting 

Strong Wind ･･･ Measures against vibration 
 Flood ･･･ Levee raising 

 
7) Implementation of non-structural measures 

To achieve the purposes of legal systems, etc., implement non-structural measures. 
Example:  

Earthquake ･･･Raising resident awareness on earthquake response･Development of emergency 
system of governmental organizations after occurrence 

 Strong Wind･･･Typhoon track forecasting･Development of evacuation system 
Flood       Occurrence forecast ･ Structuring early warning system ･ Development of 

evacuation system 
 
8) Grasp and evaluation of implementation situation 

Grasp each policy implementation situation, compliance and appropriateness of progress. 
Based on the implementation situation, devise specific improvement method for any item 
requiring improvement.  

10



Questionnaire 
Name of country (          ) 

Target natural disaster (       ) 

1. Disaster prevention situation Current situation Issues for completion Priority

1) Setting the target disaster C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

2) Setting extend forces of disaster C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

3) Damage estimation C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

4) Setting target disaster prevention 

levels 

C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

5) Development of legal systems C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

6) Structural measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

7) Non-structural measures － － － 

7)-1 Proactive (Preventive) measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

7)-2 Emergency measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

7)-3 Recovery measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

8) Grasp and evaluation of 

implementation situation  

C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

Meaning of abbreviations C: Complete 
A: Almost complete 
D: During enforcement
N: Non-start 

T: Technology 
L: Legal System 
O: Organization 
H: Human Ability 
F: Finance 
Oth: Others 

2. Please describe specific needs for assistance expected from Japan for priority items. 

Priority 1):  

Priority 2):  

Priority 3):  

3. Please describe if you need assistance in preparing a monitoring report. –  
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The example of answers of the questionnaire 
 Name of country (Japan ) 

Target natural disaster (Earthquakes ) 

1. Disaster prevention situation Current situation Issues for completion Priority

1) Setting the target disaster C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

2) Setting extend forces of disaster C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

3) Damage estimation C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

4) Setting target disaster prevention 

levels 

C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

5) Development of legal systems C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

6) Structural measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth 2) 

7) Non-structural measures － － － 

7)-1 Proactive (Preventive) measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth 1) 

7)-2 Emergency measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

7)-3 Recovery measures C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth  

8) Grasp and evaluation of 

implementation situation 

C   Ａ   Ｄ   Ｎ T   Ｌ   Ｏ   Ｈ   Ｆ  Oth 
3) 

Meaning of abbreviations C: Complete 
A: Almost complete 
D: During enforcement
N: Non-start 

T: Technology 
L: Legal System 
O: Organization 
H: Human Ability 
F: Finance 
Oth: Others 

2. Please describe specific needs for assistance expected from NILIM for priority items. 

Priority 1): Proactive measures require improvement of resident awareness but it is difficult to improve and 

continue risk awareness against earthquake damage. We request technology transfer for irradiation to improve 

and maintain resident awareness and development of human resources to implement it.  

Priority 2): We request transfer of technology for bridge seismic strengthening and lectures on the ways to raise 

funds to implement it. 

Priority 3): We have prepared emergency response manual for the crisis management team but it is difficult to 

evaluate it as to actual use of it. We request lectures on how to evaluate it.  

 

3. Please describe if you need assistance in preparing a monitoring report. 
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1.2. 第１回ワークショップの開催について 

 

ワークショップは、平成 22 年 1 月 13 日～15 日にかけて、（独）土木研究所との共催によ

りつくばで開催し、インドからは NIDM 国際担当兼地すべり専門家の Dr. Surya 氏と科学技

術省データマネジメント課長の Dr. Singh 氏が参加した。ワークショップでは、両国にお

ける土砂災害とその施策及び地すべり対策や関連する技術に焦点をあてて、両国の抱える

課題と取り組みの現状について発表と討議が行われた。また会議の成果として、今後も継

続的な研究協力を行なっていくため覚書締結に至ったものである。 
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1.2.1. プログラム 

 

INDIA-NIDM / JAPAN-NILIM&PWRI 
JOINT-WORKSHOP on Landslide and Disaster Management 

13-16 January/2010 
 

13 January 2010 
08.00 Dr. Surya and Dr. Singh, Arrival 

(TOKYO,NARITA-airport, Air- India:AI306) 

And move to NILIM by Airport Bus with an attendant 

PRE-SESSION SEMINAR on Landslide and Disaster 

(Participants ; Related-Researchers, Officers and Some academia members)  

(Venue; International Conference Room at NILIM)  

13.30 – 15.00 (1)-1 Presentation by NIDM (Dr. SURYA) 

-Landslide Disaster and Countermeasures in India  

(1)-2 Discussion 

15.00 – 15.15 Coffee Break 

15.15 – 16.15 (2)-1 Presentation by NILIM 

(Director of Risk Management Center, Mr.TERADA) 

-Erosion and Sediment Control in Japan 

(2)-2 Presentation by PWRI 

(Seiner Researcher, Mr.CHIDA) 

-Landslide Disaster and Countermeasures in Japan 

16.15 – 17.00 (2)-3 Discussion 

(Accommodation) 

Hotel BESTLAND (located in TSUKUBA-City) 

 

14 January 2010 
OPENING ADDRESS 

13.15 – 13.30 Japan’s side Director General of NILIM (Mr. NISHIKAWA) 

Chief Executive of PWRI (Dr. SAKAMOTO) 

SESSION WORKSHOP on Research-Cooperation 
(Participants ; Related-Researchers and Officers) 

(Venue; International Conference Room at NILIM) 

13.30 – 14.30 (1)-1 Presentation by NIDM (Dr. SURYA) 

-Landslide Disaster and Countermeasures in India 

(2)-1 Presentation by NILIM (ED.for Research,Mr.TERAKAWA) 

14.30 – 15.00 Discussion regards to Research-Cooperation on Landslide and Disaster 

14



Management between India(NIDM) and Japan(NILIM,PWRI) 

(Coffee Break) 

15.00 – 17.00 Discussion for MOU & ARRANGEMENT and Observation Tour 

-NILIM &PWRI Experimental Equipments related to Landslide 

-LABORATORY at UNIVERSITY of TSUKUBA etc  

CLOSING ADDRESS 

18.00 – 19.30 Welcome Reception at Restraint La Porta 

(Reception & Accommodation) 

Hotel BESTLAND (located in TSUKUBA-City) 

 

15 January 2010 
MOVE from TSUKUBA to SHIKOKU & TECHNICAL TOUR 
(Dr. Surya and Dr. Singh from India, Staffs of PWRI and Local Officers in SHIKOKU) 

07.00 – 08.30 From KENKYUGAKUEN Station to TOKYO (HANEDA-airport) by Train 

09.35 – 10.55 From TOKYO to SHIKOKU (TAKAMATU-airport) by Air 

(Lunch & Move to Landslide-site by Office car) 

13.50 – 15.50 TECHNICAL TOUR(Ⅰ)at MIYAMAE-Landslide 

Guided by SHIKOKU-SABO Work Office 

(Accommodation) 

OBOKEIYAAWA Hot-spring 

Hotel AWANOSHO 

 

16 January 2010 
TECHNICAL TOUR & MOVE from SHIKOKU to TOKYO 
(Participants from India with Staffs of PWRI and Local Officers in SHIKOKU) 

09.30 – 13.40 TECHNICAL TOUR(Ⅱ) at ZENTOKU-Landslide 

Guided by SHIKOKU-SABO Work Office 

(Lunch & Move to TAKAMATU-airport by Office car) 

17.50 – 19.05 By Air from SHIKOKU(TAKAMATU-airport) to TOKYO(HANEDA) 

19.55 – 21.00 TOKYO(HANEDA) to Hotel(IKEBUKURO) directly by AIRPORTBUS 

(Accommodation) 

Hotel SUN-SHINE PRINCE HOTLE (located at IKEBUKURO) 

 

17 January 2010 
(Participants from India without attendants) 

07.15 – 09.15 Move from Hotel to TOKYO (NARITA) directly by AIRPORTBUS 

12.00 Departure, Air- India:AI307, PM18:00 Arrival(New Delhi) 
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1.2.2. 記者発表資料 
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1.2.3. 当日の配布資料 

 

・Sabo works in Japan (presented by NILIM) 

 

・Landslide Disaster and Mitigation Measures in Japan (presented by PWRI) 
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Immediately after works(1920’s)
French style stair stepped channel works
(Ushibuse river, Nagano Prefecture)

Depredation, early 1920’S

Sabo works in Japan

Sa bo

Chinese
Character)

means

Sediment Prevention

Sediment –related
disaster prevention 1

Contents
• Natural and Social Conditions in Japan

• Actual Condition of Recent Disasters

Classification of Sediment related Disasters
Number of Sediment related Disasters in Recent Years
Characteristics of Sediment related Disasters

• Sabo Works for the Prevention of Sediment related Disasters
Structural Measures
Non structural Measures

• Priority Research Subjects
of Erosion and Sediment Control Research Division

2

Natural and Social
Conditions in Japan

3 4

Location of Japan

•• Area :370,000kmArea :370,000km22

•• Population : 1.2 BillionPopulation : 1.2 Billion
•• Population Density : 326/kmPopulation Density : 326/km22

Distribution of active volcanoes in JapanDistribution of active volcanoes in the world

Volcanic country
Japan!
About 10% of the world’s 
active volcanoes exist in 
Japan (108 active volcanoes).

5

Distribution of epicenters of
earthquakes in JapanDistribution of epicenters of

earthquakes in the world

with M=4.0 or more in 1990 2000

with M=4.0 or more in 1990 2000
Earthquake 
country Japan!  
About 20% of the world’s 
earthquakes occur in 
Japan. 

6
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Vulnerable Japanese
islands!
With many faults and complex
geology, the Japanese islands are
vulnerable to collapses.

Geologic
distribution in
Japan

Landfalls of typhoons in
2004

Rainy country Japan!

Heavy rains caused by the
rainy season and typhoons are
one of the severest in the
world.

16 64

18

15

11

10

21

22

23

7

Annual Rainfall in major world cities at similar latitude

8

Severe terrain conditions of Japan

Many rivers are very steep with a short distance from the source of the sea,
resulting in rapid flow.

Further more, most of urban areas are located in low lying areas
that are lower than the water level during floods.

Japan is very vulnerable to the water related disasters, which calls for
extensive flood management measures.

9

Japan is very vulnerable to the water related disasters, which calls for
extensive flood management measures.

Severe terrain conditions of Japan

Population and city functions are concentrated in
areas below

Zero meters level in coastal areas of three major
bays.

Catastrophic disasters are anticipated once the
embankments are failed.

Approximately half of the population and
three quarters of total assets are
concentrated in low lying areas.

Major damage is anticipated when
flooding occurs.

10

Actual Condition of
Recent Disasters

11

occur

12
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13

Hime River in 1987

(Near Himekawa Spa, 
Itoigawa City)

Hime River poured an 
enormous amount of 
sediment due to localized

torrential rain under the 
influence of the Bai-u front in 
1995.

Various Phenomena Caused by Eruptions

Characteristics of Volcanic Disaster

Ash Deposits, Ash Fall
2000, Mt. Usu

Pyroclastic Flow
1992,Unzendake)

Lava Flow
(1986,Izu ohshima

Snowmelt type
Volcanic mud Flow
(1926,Tokachidake)

Debris Flow
1984,Sakurajima

Volcanic Gas
2001,Miyakejima 14

Iwate Pref.

Miyagi Pref.

Yamagata Pref.

Akita Pref.

Oshu city:
intensity 6 upper

Kurihara City:
intensity 6 upper

Time of occurrence
8:43 am, Jun. 14th, 2008

Intensity M7.2

Focal depth 8 km

Maximum seismic intensity
Intensity 6 upper

The IwateThe Iwate MiyagiMiyagi NairikuNairiku EarthquakeEarthquake

Estimated Seismic Intensity Map (JMA)

Seismic Intensity MapSeismic Intensity Map

Intensity
4 5 lower 5 upper 6 lower 6 upper 15

Outline of SedimentOutline of Sediment--
related Disasterrelated Disaster

Background diagrams provided by Miyagi and Iwate Prefectures to show areas
damaged by landslides are Geographical Survey Institute 50m mesh digital maps
(height above sea level) and 1:25000 mesh digital maps (based on special data).

Over 3,500 slope failures.

15 river blockages (natural dams) (7
river blockage built upstream of
Ichihasamagawa river).

A large landslide occurred on the
Nihasamagawa River (upstream of
Aratozawa Dam).

A debris flow on the Sanhasamagawa
River caused serious damage to hotels
at the Komanoyu Spa.

Number of people missing or dead
18

Ichihasamagawa river

Nihasamagawa river

Iwaigawa river

Ubusumegawa river
Mt. Kurikomayama

legend

slope failure

landslide
National Institute for Land and Infrastructure Management

Sanhasamagawa river

16

Photographed June 15th 2008

Landslide on eastern slope of
Mt. Higashikurikomayama,
forming a debris flow
destroying the Komanoyu Hot
Springs Hotel

7 fatalities

Komanoyu Hot Springs

Photos: Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, National Institute for Land and Infrastructure Management,
Research Center for Disaster Risk Management, Erosion Sediment Control Division

Debris Flow and PostDebris Flow and Post disaster Situation ondisaster Situation on SanhasamagawaSanhasamagawa RiverRiver

17

Landslide Occurring Upstream ofLandslide Occurring Upstream of AratozawaAratozawa DamDam

Photos: Public Works Research Institute, Earth and Sand Management and Research Group, Landslide Unit

Overall view of landslide (photographed June
15th 2008)

B

A

Upper slope of landslide

(photographed June 22nd 2008)

Height of main scarp:

140m (approx.)

Width: 810m
(approx.)

Length: 1,400m
(approx.)

Volume of landslide debris: 45,000,000 m3 (approx.)

18
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Natural dam blocking river flow at Natural dam blocking river flow at NumakuraurasawaNumakuraurasawa,,
with overflow and erosionwith overflow and erosion

View upstream in vicinity of Numakuraurasawa District (Sanhasamagawa River), Kurihara City, Miyagi Prefecture

Photographed around 1:00 pm on June 20th 2008 Photographed around 12:00 pm on June 21st 2008

Photos: Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, National Institute for Land and Infrastructure Management, Research Center for Disaster Risk Management, Erosion Sediment Control Division 19
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Sediment related disasters in recent years

966

2001 2005 2006 20072002 2003 2004

20

1967 2004

Sediment related disasters

Slope failures
21%

Landslides and
debris flows
23%

Other natural disasters
56%

Except for the death toll by the Hanshin Awaji Earthquake disaster

44% of natural disaster victims
caused by sediment related
disasters in Japan

40.2%
77.6%

22.4%

• are likely to kill more people than other natural
disasters

58.8%

The disaster vulnerable
(Children under5 and senior citizens over 65)

Others

21

Sabo Works for the
Prevention of

Sediment related
Disasters

22

Structural
measures
“facility
development”

Non structural
measures,
“warning and
evacuation”

Non structural
measures,
“land use
regulation”

1)1) Structural measures protecting human lives and properties,Structural measures protecting human lives and properties, ““facility developmentfacility development””

2)2) NonNon structural measures protecting human lives through evacuation,structural measures protecting human lives through evacuation, ““warning and evacuationwarning and evacuation””

3)3) NonNon structural measures limiting new housing development in sedimentstructural measures limiting new housing development in sediment related disaster hazard areas,related disaster hazard areas, ““land useland use
regulationregulation””

Limited
development

Human life
protection

Protection of human lives
and properties

Three pillars of sediment related disaster prevention

Based on the ”Sediment related
Disaster Prevention Law”,
• Designation of sediment related
disaster hazard area

• Preparation of hazard maps for
sediment related disaster

• Improvement of information
system

• Development of sediment
related disaster warning
information in cooperation with
JMA, etc.

• Sabo works (sabo dams, stream preservation works, etc.)
• Landslide prevention works (drainage works, restraining
works, etc.)

• Steep slope failure prevention works (retaining wall works,
grating crib works, etc.)

Based on the ”Sediment related
Disaster Prevention Law”,
• Designation of special sediment related
disaster hazard area

• Restriction on land development, restriction
on building structure

• Recommendation of relocation of houses
from special hazard areas

23

Slope failure

Landslide

Debris flow

A phenomenon where soil is weakened by 
the rain, earthquakes, etc. causing a slope 
to crumble suddenly

A phenomenon where long or localized 
torrential rainfall causes mountainside soil, 
sand, and gravel (debris) from hillsides or 
stream beds to fall into lower reaches, 
where they are suddenly washed away 
downstream at speeds from 20 to 40 km/h

A phenomenon where dirt clods on a 
slope are slowly moved downward by 
groundwater, etc., along a landslide 
surface at speeds from 0.01 to 10 mm/day.

Types of sediment related disasters

24
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Before and after the landslide counter measure works

26

27

Debris flow prone streams

1993

70,434

79,318

Landslide prone sites

1986 1993 1998

77,242

11,042
11,288

Failure prone slopes

81,850

86,651

1987 1992 1997

10,288

1986

62,272

1977
(Presented by MLIT)

113,557

2002 2002

89,518

The number of sediment related disaster prone sites increased!

28

• Sediment related disasters keep occurring in Japan.

• One of the principal reasons is that the high development needs cause the
extreme urbanization and the increase in the exposure against hazardous
phenomena, such as development of residential areas on hillsides as well

as on foothills.

1966 1974 1986 1999

Example of Hiroshima City: disaster prone sites within these photos increased from 4
to 24 between 1966 and 1999.

(Presented by MLIT)

What caused the increase of sites?

29

Promotion of non structural measures under the Sediment related Disaster Prevention Law

Steep slope

Up
pe
r e
nd
of
ste
ep
slo
pe

H
ei
gh
to

fs
te
ep

sl
op

e

Lo
we
r e
nd
of
ste
ep
slo
pe

Gr
ad
ien
t o
f 3
0
de
gr
ee
s o
r m

or
e

W
ith
in
2
h (
50
m

w
he
n
ex
ce
ed
in
g

50
m
)

Sp
ec
ia
l

ha
za
rd

ar
ea

Ha
za
rd
ar
ea

Designation of sediment related disaster warning area (Steep
slope with a height of 5 m or more under the area)

Outline of
Sediment related Disaster Prevention Law

Subject sediment disaster: steep slope failure, debris flow and landslide

Establishment of the Basic Guideline for Sediment related Disaster Prevention Measures
[conducted by theMinister of Land, Infrastructure and Transport]

Basic matters on measures for prevention of sediment related disaster
Guidelines in basic investigation
Guideline in designation of special restricted area due to sediment related disaster, etc.
Guideline in relocation of buildings, etc. within special restricted area

Carrying out of basic investigations [conducted by each Prefecture]

Investigations in order to designate restricted areas and special restricted areas due to
sediment related disaster, etc.

Warning and evacuation
systems>
The regional plan for disaster

prevention of municipality (Basic
Act Law for Disaster
Management)

<Structural regulation of
buildings>
Establishment of structural

standards for buildings with
habitable room (Building Standard
Law)

<Relocation support>
Government Housing Loan

Corporation loans, etc.

Designation of restricted area due to sediment related disaster
[conducted by Prefectural governor] <Area threatened with sediment related disaster>

Preparation for warning and evacuation systems etc.
Informing residents about matters concerning warning and evacuation

Designation of special restricted area due to sediment related disaster
[conducted by Prefectural governor]
<Area with damaged buildings threatened with possibility for resident to incur tremendous harm>

lPermission system for specific development action
Subject: development action of lotting out of residential areas, social welfare facilities, etc.

lStructural regulation of buildings (building certification required for areas outside city
planning area)

lRecommendation on relocation, etc. for buildings likely to incur tremendous damage in
sediment related disaster

lFinancing and securing of funds for those relocating according to recommendation

Sediment related disaster hazard area and special sediment related disaster hazard
area (debris flow) – Majino Area in Suwa City

30
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Steep slope failure Landslide Debris Flow

Designation of Hazard Areas and Preventive Measures

Yellow zone :Sediment related disaster hazard area

Red zone :Special sediment related disaster hazard area

31

84,743

Sediment related Disaster Hazard
Area (Yellow Zone).

Special Sediment related Disaster Hazard
Area (Red Zone

1000
500 1000
100 500
1 100

1000
500 1000
100 500
1 100

1000
500 1000
100 500
1 100
0

1000
500 1000
100 500
1 100
0

Designation of restricted area due to sediment related disaster

the whole of Japan
area

the whole of Japan
area

Designation of restricted area due to sediment related
disaster March 31,2008

The whole of Japan
85,190 area The whole of Japan

35,688 area 32

Provide information concerning sediment-
related disaster to assist the municipal, 

town or village government in establishing a
warning & evacuation system 

Provided as  
an administrative 

service 

When a heavy rain caution or warning is given, 
analyze the danger of sediment-related disaster

based on the prediction of precipitation and 
warn the inhabitants to exercise precautions 

against the disaster 

Communication under 
the Meteorological 

Services Act 

Standard precipitation for 
determining the issuance of 
warning and instructions for 
evacuation in the event of 
sediment-related disaster 

City, town or 
village 

Inhabitants

Prefectural sabo 
department  

(e.g. civil works 
department) 

Sediment-related disaster 
warning information 

Heavy rainfall caution and 
warning 

Local weather 
station 

Prefectural government 
(Fire and disaster 

preventive department) 

TV and radio

New communication route established jointly by the sabo department and 
meteorological agency (sediment-related disaster warning information) 
Communication from the prefectural sabo department (e.g. standard precipitation for 
giving warning and instructions for evacuation in the event of sediment-related disaster) 
Communication from the weather station (e.g. weather warning)

Kagoshima’s sediment related
disaster warning information No. 12

19:50, September 5, 2005
Joint release by the Kagoshima Prefecture and
Kagoshima’s Local Meteorological Observatory

Kawabe cho, Kokubu City, Mamizono cho, Kirishima cho, Kanoya City, Tarumizu City, Kushira
cho, Higashikushira cho, Kimotsuki cho, Aira cho, Kinko cho, Minamiosumi cho, Sonoki City,
Kihoku cho, Matsuyama cho, Shibushi cho, Ariake cho, Ohsaki cho, Nishinoomote City,
Kamiyaku cho

[Warning message]

(Extended warning area)

A risk degree for sediment related disasters is continuing to be very high due to continuous
heavy rain. The warning area is expected to extend to Tarumizu City, Kawabe cho, Makizono
cho, Minamiosumi cho, Fukuyama cho and Nishinoomote City. Be strictly alert to sediment
related disaster hazard areas and their surroundings. A maximum hourly rainfall depth within
three hours in the towns and cities under the warning area is expected to reach up to 90 mm.

The warning area slowly
moves toward the north.

The warning area slowly
moves toward the north.

Warning area
Heavy rain zone
(30 mm or more
per hour)

Contact:
099 286 3616 (Sabo Section, Civil Engineering
Department, Kagoshima Prefecture)
099 250 9913 (Observatory and Forecast
Section, Observation and Kagoshima’s Local
Meteorological)

[Regions under warning]

Promotion of joint provision of sediment related disaster warning information

33

Conventional method of Conventional method of 
definingdefining ‘‘standard critical linestandard critical line’’ in Japanin Japan

Fig. Conceptual Diagram of  Critical Line

Occurrence of debris flows
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Bed rockBed rock

Soil layer2Soil layer2

Soil layer1Soil layer1

Long-term rainfall index :
Height of adding water level in 3 tanks (H1+H2+H3)
calculated by tank model (a kind of runoff analysis) 

h
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q’ = K h

q = a2 (h-h1)

h1

x a1H1

H2

H3
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surface set based on 
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as not to contradict an 
actual phenomenon. 
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Fig. The new method of defining CL calculated by RBF network.
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Rainfall and CL diagram at the disaster occurrence
mesh (2006/7/18 19).
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7/17 6:55    announce of precaution
information 

7/18 21:30 Level 2

22:00 Level 3

23:00 Level 4

7/19    3:30 disaster occurred
10:35 precaution information

was canceled 

Danger information of sediment disasters in
Misato Town (2006/7/18 23:00) (5km Mesh)

Level 1

Level 2

Level 3

Level 4

37 38
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Conclusions

• The Japanese Government promotes structural
measures.

• The Japanese Government implements nonstructural
measures quickly.
– Inform hazardous area
– Inform potentioal danger in heavy rainfall
– Prepare for evacuation

In order to push forward these measures, information
should be shared by the national government,
prefectural governments, local municipalities,
organizations concerned and local residents.

Priority Research Subjects
of Erosion and Sediment Control

Research Division

40

Study on the sediment disaster
warning information system

Study on the effective
communication system for
sediment disaster information

Support for early warming system

Support for sediment control planning

Study on the comprehensive sediment control
management system in sediment river system

Study on the assessment system for combination
of structural and non structural measures

41

Support for rational structure design
Study on the rational design method for countermeasures against slope failure

Support for quick response
against large scale sediment disaster

Support for environmental conservation
and regeneration

Study on the disaster risk management in case of large scale sediment disaster

Study on the potential risk map for slope failures by large scale earthquake

Study on the monitoring method of satellite images usage

Study on the assessment method of impact on ecology by the
Sabo structure

42
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Thank you for your Attention!
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１． Japan and its Nature

Regional temperature and rainfall record

１．Location

North latitude  20 °～45 °

２．Meteorological condition

typhoons and heavy rains,

３．The annual precipitation 

Tokyo ： 1,405mm.

Owase, ： 4,002mm 

Johetsu-shi ：2,880mm 

(of which one-half is snow)

Johetsu-shi

Tokyo

Owase

Landslide Sites Map

Source: landslide in JapAn (NILIM)

(area)

Tohoku, Hokuriku, Sanin, Kitakyushu

(area)

Kii Peninsula ～Ｓｈｉｋｏｋｕ Area etc

(area)  Hakone, Beppu, Kirishima etc

Total ： 839,924 sites

Year Month

1960 Gunma Takasaki Syorinzan 85.34
（Since 23years
Meji era）

0 15

1962 4 Niigata
Higashikubiki-
gun

Matsunoyama 756.61 Melted Snow 0 371

1964 7 Toyama Himi Kurumi 324.2 Seasonal Rain 0 87
1965 9 Fukui Imadate-gun Otaki 8.77 Typhoon 10 4
1967 7 Hyogo Kobe city Yanagidani 8.0 Raifall 0 5

1975 8 Tokushima Mima-gun etc.
37 areas
（建設省所管） 9 86

Kochi
６ areas
（建設省所管） 0 33

1978 5 Niigata Nakakubiki-gun Minamijigoku
 

900,000(m3）
(Debrisflow)

Melted Snow 13 20

1982 7 Nagasaki Nasaki city etc. 10 areas Seasonal Rain 0 5

1973 7 Shimane Hamada city Nakaba 32.25 Seasonal Rain 15 8
1984 9 Nagno Kiso-gun Matsukoshi 4.5 Earthquake 13 20
1985 2 Niigata Nikubiki-gun Tamanoki 6.57 Melted Snow 10 5
1985 7 Nagano Nagano city Jizukiyama 147.14 Raifall 26 52
1988 7 Shimane Hamada city Aioi 34.0 Raifall 0 9

1995 1 Hyogo Nishinomiya city
Nigawayurino-
cho

Earthquake 34 13

2004 7 Niigata Tochio city tuchigatani 46.5 Raifall 0 1

2004 10 Niigata
Koshi-gun
Yamakoshi

Yuogawa
Shimonosawa
Koguriyama

　45.4
151.1
　35.8

Earthquake

0
0
0

3
3
2

2005 9 Ohita Takeda city Senokuchi 8.4 Seasonal Rain 0 3
2006 6 Okinawa Nakagami-gun Asato 14.2 Seasonal Rain 0 0

house

Typhoon 

Date
causeMunicipalityPrefecture District

Scale
(unit：ha）

Damage

killed
missing

List of Major Landslide Disasters

Landslide can
cause extensive 
damage to such 
property as 
houses, roads, 
railway tracks, 
tracks, schools 
and sometimes 
even claim 
human lives. 
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Debris flow

Landslide

Slope
failure
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Source：Realities of Sediment Disaster 2007

Sediment-related Disasters of Recent Year

２．What is a landslide?

What is landslide?
・Downslope displacement of regolith and rock,

such events popularly are called landslides.  

Fig. Type of Landslides（Mass 
Movement）

In the narrow sense

Slides
Mass movements where there is a distinct zone of 
weakness that separates the slide material from 
more stable underlying material.

Deep seated landslides
Surface of rupture

They can be activated by earthquakes, storms, etc…
They can be large/small – can move rapid/slow…

・Gentler slope gradient 
・Slow movement of soil mass while retaining original shape
・Repetitive occurrence on slope

Slope failure

Characteristics of Landslide Movement（Compared to slope failure)

Landslide

Collapsing Landslide

３ ． Recent Landslide Disasters
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Outline of the disaster areaOutline of the disaster area

②Nakagusuku,
Okinawa Prefecture

0 300 km

①Higashi Yokoyama,
Gifu Prefecture 

③Kakkonda,
Iwate Prefecture

④Aratozawa,
Miyagi Prefecture⑤Natori Tunnel,

Ehime Prefecture

１． date ：12-13th in May, 2006

２．Location： Higashi-Yokoyama in Ibigawa 
Town, Gifu Prefecture

３．Size ：width=150m, height=90m

Video image of collapsing the landslide

①①HigashiHigashi--Yokoyama LandslideYokoyama Landslide

①①HigashiHigashi--Yokoyama LandslideYokoyama Landslide

Collapse!

12.May 2006

Before

Road

14.May 2006

After

Width: 150m

Height: 90m

Volume: 50,000m3

Operators

Remote-
controlled 
removal work of 
unstable blocks

landslide

Widening river width

[Setting 1,000 foundation 
blocks to prevent erosion 
by the river.]

１．DATE ：10th June 2006.

２．Location： Okinawa Prefecture 

３．Size：Height: 50 m, Length: 150 m Landslide

Nakagusuku

②②Nakagusuku LandslideNakagusuku Landslide

Head scar （15th Jun）

【Photography】 Okinawa General Bureau

②②Nakagusuku LandslideNakagusuku Landslide

June 12th, 2006 about 10:00

June 14th, 2006 about 10:00

June 15th, 2006 about 10:00

June 15th, 2006 about 12:00

③③Kakkonda LandslideKakkonda Landslide
large-scale Landslideold Main scarp

← River

Stricken area
small-scale Landslide

Landslide

Geothermal power plant

Prefectural road

April 22, 2008

April 22, 2008
１．Date：April 20, 2008 
２．Location：

Kakkonda at Shizukuishi 
Town in Iwate Prefecture

３．Size：width=100m, 
Length=200m,
Volume: 60,000m3 

Head scar
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River →
Debris

③③Kakkonda LandslideKakkonda Landslide

Prefectural road

Geothermal power plant

Debris from the slide buried the road in the middle, reaching to the river below. 
(April 22, 2008)

Geothermal power plant

The geothermal power plant suffered a great deal of damage.(April 22, 2008)

Width: About 810m

Height: About 140m

④④Aratozawa LandslideAratozawa Landslide

September 8, 2008

Landslide

Volume: 45,000,000m3

Length: About 1,400m 

June 15, 2008１．Date：June 14, 200
２．Location： Aratozawa at 

Kurihara city in  MiyagiPrefecture 
Size：

width=810m, height=140m, 
Length: 1,400m 
Volume: 45,000,000m3

Reservoir

④④Aratozawa LandslideAratozawa Landslide

引張り部

陥没帯末端部の二次すべり

分離小丘

地すべり土塊本体(圧縮部)二次すべり

※

Road

TN

Road cutoff point

Cross 
section

Disturbed part

Secondary 
landslide

Ridge

Unstable area by landslide

June 15th, 2008 September 8th, 2008

Fig.1 Landslide blocks around the Natori Tunnel

⑤⑤Natori Tunnel LandslideNatori Tunnel Landslide
１．Date：May 9, 2005
２．Location Ehime Prefecture
３．Damage
The tunnel has been closed to 
traffic since May 9 ,2005 ,
because  the landslide deforms 
the tunnel (Figure 1 and 2).

Figure 2 Profile of landslide block Ⅱ
0 100 200 300 400 500 600 700(m)

100

200

300
(m)

Natori Tunnel

？

？
？

Landslide blockⅡ－１

Landslide blockⅡ－３

Landslide blockⅡ－２

　Unnatural cols and flatlands
are slso distributed behind the ridge

？

Are there landslide activities？

Profile of landslide block Ⅱ

landslide

May 13, 2005

４．４． Landslide investigations and 
prediction

Landslide investigations 

A clear understanding of the causes and 
mechanics of the landslide

Preliminary Investigation

・Collection of Existing Data
・Topographic Investigation 

・Field reconnaissance

Draft Investigation

○Flow chart for landslide investigation
Detailed Investigation

・Surface Deformation
・Evaluation of Slide plane
・Ground water

etc
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(1) hazard map 

Distribution of a hazard  
maps have been 
published. 

Debrisflow

Slope failure
Landslide

Distribution of a hazard map on 
sediment-related disaster

Prediction of Landslide  

Application results of  inverse number of  
velocity of extensometer displacement to 
forecast the time of slope failure

(2) Landslide Prediction  
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５．５． landslide Mitigation Measureslandslide Mitigation Measures

Landslides Mitigation Measures

（１）Control measures
（２）Restrain measures

Landslide mitigation measures

（１）Control measures
The control measures involve modification of 

the natural conditions of landslides such as 
topography , geology ,ground water ,and other 
conditions that indirectly control portions of the 
entire landslide movement.    

(Resource:Ministry of Land, Infrastructure and 
Transport  HP)

• Surface Drainage Control 
• Groundwater Control 
• Earth removal 
• Buttress Fill
• River Structures

Surface Drainage 
Control Horizontal gravity 

Drains
Soil removal
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（２）Restraint measures
The restraint measures rely directly on 

the construction of structural elements.

(Resource:Ministry of Land, Infrastructure and 
Transport  HP)

・Piles
・Large Diameter

cast-in-place Shafts
・Anchors
・Retaining Walls

地表面
（側　面）

地すべり面

コンクリート

Ａ-Ａ断面

4000

800 800
110 110

Ｄ32

Ｄ22

Ａ Ａ

4000

15
00
0～

1
70
00

2
00
00
～
27
00
0

35
00
0～

4
20
00

5
00
0

162.5

110

162.5

110

Large Diameter 
cast-in-place Shafts

Anchors

①Zentoku Landslide 
Location       :Tokushima Prefecture
Size of Slide :Length 2,000m（ Max）

Width 900m （ Max）
Threatened Area 221ha

History :1860s:in the early Meiji Period
in 1945,1949,1954,1965,

1987,1992
Damage       : Roadways ,Residential structures   

Mitigation Measures
The measures were started in 1952.
1952～1981：Tokushima Prefecture
1982～ ：Ministry of Construction
(1)Control measures

・Drainage wells , Surface drainage  
Control

(2)Restraint measures
・Large diameter cast-in place shaft,  
Anchors , 

Yamagata Ｐｒｅｆ．

②Shimekake Landslide Disaster

34

2009.2 Some cracks were formed at houses and around there in Shimekake 
area, Tsuruoka city , Yamagata prefecture 

After that, the cracks were expanded and many cracks were found.
Size : Length 700m,width 400m
The movement was maximum about 6m form February to June. 

Emergency landslide mitigation Measures

地表水を転流 により排除（再浸透防 ）

Deep well（temporary） Horizontal Gravity Drains

Drainage Wells

The movement was reduced by the emergency landslide mitigation measures.

Surface Drainage Control

Otomura, Nara Prefecture

地すべり発生地

M1
Y1

M３

M２

H4
Ob

Og

国道168号

Otomura 
landslide site

R168

Shingu(population:33,000)

宇
井
地
区

高
野
辻
堂
線１

６
８
号

十津川

国道168号

和歌山

大阪 奈良

世界遺産（紀伊山地）周辺エリア

1534台（12時間交通量）

新宮（人口約3.3万人）

年間観光客約１９００万人
本年予測値（近畿運輸局推計）

World heritage area（Kumano ancient road）

19 million visitors a year 

Rout 168
cars / 12hours

Osaka

Waka
yama

Nara
Takano
tujido 
line R168

Kumano river

Otomura 
landslide 
site

Shingu

Geology: chart greenstone accompanied by alternate 

layers of sandstone and shale, and layers of 

sandstone

③Otomura Landslide Disaster
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Process of the landslide collapseProcess of the landslide collapse

August 10   
after first 
collapse

August 10   
after third 
collapse

July 6   
before 
collapse

堆積土砂

2次堆積土砂

想定ブロック範囲

2次滑落

3次滑落

1次滑落
堆積土砂

2次堆積土砂

想定ブロック範囲

2次滑落

3次滑落

1次滑落

小崩壊

堆積土砂

2次堆積土砂

想定ブロック範囲

2次滑落

3次滑落

1次滑落
堆積土砂

2次堆積土砂

想定ブロック範囲

2次滑落

3次滑落

1次滑落

小崩壊

Third collapse

Second 
collapse

Sediment 
of earth 
and sand

Sediment 
caused by 
second and 
third collapse

Predicted 
landslide block

Small 
collapse

First collapse

Observation resultsObservation results
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1.3. 研究協力の覚書締結について 

 

今般国総研と NIDM で交わされた覚書は、自然災害に対する防災・減災に関する研究協力

を目的とし、研究情報の交換、研究者の相互交流やワークショップの共同開催等を内容と

している。 

これらの覚書の内容は、外務省協議を経て、我が国とインド両国の首相によってなされ

た「日本とインドとの間の安全保障協力に関する共同宣言」に基づく安全保障アクション

プラン(平成 22 年 1 月)の中にも位置付けられている。 

 国総研と NIDM は、シン首相の本年秋の来日に合わせて、関係する民間企業等も含めた共

同ワークショップをインドで開催する方向で検討中である。また、NIDM は、地すべりの研

究協力に関して、地すべりなどの土砂災害対策について具体の技術開発を行っている土木

研究所とも覚書を締結した。これらの覚書の締結により、インドとの研究協力の推進を通

じて両国の良好な関係の維持・発展に寄与することが期待される。 

 

 

【参考】 締結に関する協議経緯 

 

平成 21 年 12 月 17 日 インドとの事前協議、DRAFT１次案 

平成 22 年 1 月 6 日 DRAFT１次案の外務協議終了 

外務修正１次案のインドへの送付 

 1 月 7 日 インド側修正案の受領 

 1 月 12 日 DRAFT２次案 外務協議終了 

 1 月 12 日 日本側の主な修正のインド側への送付 

 1 月 12 日 インド側外務省了承（通知受領） 

 1 月 13 日 Chakrabarti 所長急遽来日キャンセルの連絡 

 1 月 14 日 Surya 氏とのサイン形式の調整、合意 

 1 月 14 日 覚書サイン形式、合意手続きのインド側への通知 

 1 月 14 日 インド側サイン形式、手続きの了承 

Chakrabarti 所長よりサインし送り返す旨あり 

注１）最終覚書文案、サイン形式、手続きについては本省国際建設室に報告済。 

注２）今回、地すべりに関する NIDM、PWRI 間覚書も一体的なものとして、NILIM 国際ライ

ンからインド側と協議、締結。 
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1.3.1. Memorandum of Cooperation（サイン入り） 

＜NILIM と NIDM＞ 
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＜PWRI と NIDM＞ 
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1.4. 調査報告 

 

国総研はワークショップ開催前に、５つの自然災害に関する研究ニーズ把握のための調

査を行なっている。また、今日までにインド国内で発生している自然災害の状況について

も調査してとりまとめたので報告する。 
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１．調査の概要 

 

１－１．調査の目的 

本調査は、平成 20 年 10 月に「自然災害に対する防災・減災」を会議テーマに開催され

た第 17 回アジア地域国土整備関係研究所長等会議（以下、「アジア所長会議」という。）に

おいて、我が国との研究連携を要望するアジア所長会議参加国であるインドにおける防災

減災研究部門の研究ニーズを把握し、今後の国総研とインドとの研究連携を効率的・効果

的に推進することを目的とした調査である。 

 

 

１－２．調査内容 

調査内容は、以下のとおりである。 

（１） 事前の準備 

・関連する研究ニーズの概略を把握のための調査票の整理 

（２） 関連研究ニーズの把握 

①調査票の送付と結果の整理 

②インドの防災・減災に関する研究ニーズの把握（地すべり対策とその状況ヒアリ

ングの実施を含む。） 

・インドの災害の詳細と対応体制の課題 

・地すべりの現状と課題 

・我が国との研究協力の可能性と具体的なニーズの把握 

・我が国の地すべり対策工法の適用性に対する NIDM の意見と改善案 

③その他参考に必要な事項 

（３） 資料の整理 

・（２）における関連研究ニーズの資料整理 
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２．事前準備 

事前の準備として、関連する研究ニーズの概略を把握のための調査票の整理を行なっ

た。 

＜質問表の基本様式について＞ 

なお、質問票の基本様式は、以下のとおりである。回答に基づく我が国の支援内容の

作成を念頭に、地震、強風、洪水、地すべり、津波など自然災害毎に、防災対策の現状

と具体的な日本への支援ニーズについて回答する様式となっている。 

 

表-1 質問票の基本様式 

国名（        ） 

対象とする自然災害 （           ) 

１．防災対策現状の把握 現状 完了のための課題 
優先 

順位 

①対象とする自然災害の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

②自然災害による外力の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

③被害想定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

④目標とする防災レベルの設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

⑤法制度の整備 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

⑥ハード対策の実施 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

⑦ソフト対策の実施 

⑦-1 災害前の予防対策 

－ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

－ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

－ 

 

⑦-2 災害直後の応急対策 

⑦-3 災害後の復旧対策 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

 

⑧実施状況把握・評価 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth  

回答の説明 

C:完了 

A:概成 

D:実施中 

N:未着手 

T: 技術 

L: 法制度 

O: 組織 

H: 人材 

F: 資金 

Oth:その他 

２．優先順位をつけた項目について、具体的な日本への支援ニーズがあれば、記入下さい。

優先順位①： 
 
 

優先順位②： 
 
 

優先順位③： 
 
 

３．モニタリングレポート作成のために必要な支援があれば、記入下さい。 
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３．関連研究ニーズの把握 

 

３－１．調査票の送付と結果の整理 

 

前述の質問票をインド側へ送付し、対象とする自然災害の対策及び支援ニーズについて

の回答を得た。 

結果を以下に整理する。 

  

①インドの回答結果の総括 

インドの災害対策の現状を概括すると、各災害とも対象とする災害の設定は終わって

おり、自然災害の外力より目的とする防災レベルを設定し、法制度も整えて、ハード及

びソフト対策を実施していると考えられる。なお、ソフト対策のうちでも、予防対策と

応急対策に力を入れている。 

インドでは、防災対策を進めるために、全般的に対策技術の導入が必要とされており、

他の災害に比べて地すべりの分野で、人材の育成が必要とされている。一方、大国でも

あるためか、資金は自国で対応できる部分が大きいようである。 

インドの回答における日本への支援ニーズは比較的具体的なものが多く、人材が育っ

ている分野では技術移転、人材をこれから育成する分野では研修やキャパシティービル

ディングを通した技術移転が必要とされているとまとめられる。 

 

②インドの災害別の具体的な支援方策の整理 

インド側からの質問票の回答をもとに、我が国として支援の検討対象となる具体的な

支援策の候補及びアクションについては、以下の通りである。 

 

【地震】 

ア）市民に対する家庭等における予防対策、応急対策の普及およびそれらの重要性の

認識を向上させるための方策の移転 

イ）インドの国情に応じた耐震設計法（建設から維持管理までを含む）の技術移転 

ウ）インドの国情に応じた既設構造物に対する耐震補強法の技術移転 

 

【強風】 

ア）サイクロンに対する安全なシェルター建設技術の移転（人材育成を含む） 

イ）サイクロンの早期警戒警報システム確立の技術支援 

ウ）サイクロンから身を守るための市民への啓発活動に関する手法の移転 

 

【洪水】 

ア）洪水対策の総合的な計画策定の技術支援および担当者の能力向上支援（研修、キ

ャパシティービルディングなど） 

イ）洪水に対する早期警戒警報システム構築のための技術支援 

ウ）洪水後の復旧を考慮した豪雨時用排水システムの計画策定のための技術支援 
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【地すべり】 

ア）地すべりに関するハザードマップ、脆弱度などを統合して活用する技術移転 

イ）地すべりに対するリスク分類に関する技術移転 

ウ）地すべり対策箇所の優先順位付けを行う技術移転 

エ）地すべりの早期警戒警報システム開発の技術移転、担当する技術者への研修 

オ）地すべりの復旧計画策定のための技術移転、担当する技術者への研修 

  

【津波】 

ア）津波対策の有効性、必要性について市民の理解と協力を得るための広報活動に関

する技術移転 

イ）海岸の植生、津波対策構造物の建設に関する技術移転 

ウ）津波に対する早期警戒システムに関する技術移転 

エ）津波発生時の緊急伝達、避難対策等の戦略策定のための技術移転 
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以下に、インドからの質問票の回答結果を列挙する。 

 

表-2 「地震」に関する回答 

国名（インド共和国 ） 

対象とする自然災害 （地震 ) 

１．防災対策現状の把握 現状 完了のための課題 
優先 

順位 

①対象とする自然災害の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

②自然災害による外力の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

③被害想定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

④目標とする防災レベルの設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑤法制度の整備 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑥ハード対策の実施 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

－ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

－ 

１ 

⑦ソフト対策の実施 

⑦-1 災害前の予防対策 

⑦-2 災害直後の応急対策 

－ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

⑦-3 災害後の復旧対策 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑧実施状況把握・評価 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ３ 

回答の説明 
C:完了 
A:概成 

D:実施中 
N:未着手 

T: 技術 
L: 法制度 
O: 組織 
H: 人材 
F: 資金 
Oth:その他 

２．優先順位をつけた項目について、具体的な日本への支援ニーズがあれば、記入下さ

い。 

優先順位①：認識の生成：事前に行う予防手段と緊急対策には、予期される地震により

生じる結果と、人間の命、財産、建設物、社会基盤、環境への影響を減らす手段である

という、認識が必要である。将来的には、影響を受けたコミュニティは、情報が得られ

るようになり、人が敏感になり、危険を減らす準備ができるようになる。人々には、予

防および緊急時の技術を伝える必要がある。 

優先順位②：インドの領域の 58%以上に地震が起きる可能性があり、新設構造物のため

の耐震性に優れた設計、建設、開発、維持管理手法および既存の弱い構造物のための改

良が必要である。我々は、日本からインドに対する、技術と最も良い慣行の移転により

人の能力を構築すると共に、地震に抵抗できる、あるいは安全な構造物に関するインド

固有の経験を共有する必要がある。 

優先順位③：インドは地震時の危機管理のためのガイドラインを準備している。そして、

地震に抵抗力のある構造物と風習（社会）とするためのトレーニング、能力形成、人材

の発展のためのいくつかのプログラムを作成した。これらのプログラムを評価して、実

施の再検討のために標準的なパラメータあるいは指標を用いた結果の分析が必要。 

３．モニタリングレポート作成のために必要な支援があれば、記入下さい。 

特にないが、提出を求められるモニタリングレポートの記入書式や内容は、この質問に

対する包括的な返答が送られる前に知らせていただきたい。 
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表-3「強風（台風、竜巻、モンスーン、その他）」に関する回答 

国名（インド共和国 ） 

対象とする自然災害 (強風 (台風、竜巻、モンスーン、その他) ) 

１．防災対策現状の把握 現状 完了のための課題 
優先 

順位 

①対象とする自然災害の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

②自然災害による外力の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

③被害想定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

④目標とする防災レベルの設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑤法制度の整備 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑥ハード対策の実施 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

－ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

－ 

１ 

⑦ソフト対策の実施 

⑦-1 災害前の予防対策 

⑦-2 災害直後の応急対策 

－ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

⑦-3 災害後の復旧対策 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ３ 

⑧実施状況把握・評価 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ３ 

回答の説明 

C:完了 

A:概成 

D:実施中 

N:未着手 

T: 技術 

L: 法制度 

O: 組織 

H: 人材 

F: 資金 

Oth:その他 

２．優先順位をつけた項目について、具体的な日本への支援ニーズがあれば、記入下さ

い。 

優先順位①：私たちは、サイクロンに対して安全なシェルターを建設するための、人材

を作りたいと思っている。このようなシェルターの建設のための技術は、サイクロンや

他の風災害にしばしば見舞われたコミュニティからの要求である。 

優先順位②：早期警戒警報システムを確立することが必要。日本は、インド洋上空での

航空機による（気象）観測や、際立って影響のある気候現象のモニタリングを行う技術

支援等の分野で技術支援が可能だと考えている。 

優先順位③：サイクロンから（住人の）安全性を確保するため、ドキュメントやビデオ

を作成し、（安全対策）啓発に資する活動を行うこと。 

３．モニタリングレポート作成のために必要な支援があれば、記入下さい。 

特にないが、提出を求められるモニタリングレポートの記入書式や内容は、この質問に

対する包括的な返答が送られる前に知らせていただきたい。 
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表-4 「洪水」に関する回答 

国名（インド共和国 ） 

対象とする自然災害 (洪水) 

１．防災対策現状の把握 現状 完了のための課題 
優先 

順位 

①対象とする自然災害の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

②自然災害による外力の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

③被害想定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

④目標とする防災レベルの設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑤法制度の整備 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑥ハード対策の実施 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

－ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

－ 

１ 

⑦ソフト対策の実施 

⑦-1 災害前の予防対策 

⑦-2 災害直後の応急対策 

－ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

⑦-3 災害後の復旧対策 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑧実施状況把握・評価 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ３ 

回答の説明 

C:完了 

A:概成 

D:実施中 

N:未着手 

T: 技術 

L: 法制度 

O: 組織 

H: 人材 

F: 資金 

Oth:その他 

２．優先順位をつけた項目について、具体的な日本への支援ニーズがあれば、記入下さ

い。 

優先順位①：洪水リスクの予防、軽減及び管理に資する統合的な計画をつくり前向きに

進めてゆくことは、洪水による犠牲者を軽減するのに必要な点である。技術の最適化と

インド国内のリソースの有効活用に役立ち得るものとなるであろう。研修活動、キャパ

シティビルディングや（洪水災害に備えるという）意識を高揚させるようなソフト面に

おいて、日本からの技術協力がよい。 

優先順位②：堤防や土手、他の排水管理を可能とする構造物の設計や設置、建設は洪水

災害の減災に寄与するであろう。現地において、前記の構造物建設（設置）の実際のデ

モンストレーションを通じてインド側人材のキャパシティビルディングを行ってもらう

ような考えなどは非常に良いと考える。 

優先順位③：早期警戒警報システム、災害後の復旧を考慮に入れた豪雨時向けの排水シ

ステム計画を行うことは、洪水が差し迫っている際に的確かつ迅速な（行政の）対応を

助けるものとなるであろう。日本の各種組織や協会関係、大学等の研究機関は、この分

野でインド側へ技術移転を行えるものと理解している。 

３．モニタリングレポート作成のために必要な支援があれば、記入下さい。 

特にないが、提出を求められるモニタリングレポートの記入書式や内容は、この質問に

対する包括的な返答が送られる前に知らせていただきたい。 
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表-5 「地すべり」に関する回答 

国名（インド共和国 ） 

対象とする自然災害(地すべり) 

１．防災対策現状の把握 現状 完了のための課題 
優先 

順位 

①対象とする自然災害の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

②自然災害による外力の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

③被害想定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

④目標とする防災レベルの設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑤法制度の整備 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑥ハード対策の実施 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

－ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

－ 

１ 

⑦ソフト対策の実施 

⑦-1 災害前の予防対策 

⑦-2 災害直後の応急対策 

－ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

⑦-3 災害後の復旧対策 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑧実施状況把握・評価 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ３ 

回答の説明 

C:完了 

A:概成 

D:実施中 

N:未着手 

T: 技術 

L: 法制度 

O: 組織 

H: 人材 

F: 資金 

Oth:その他 

２．優先順位をつけた項目について、具体的な日本への支援ニーズがあれば、記入下さ

い。 

優先順位①：:インドでは、地すべり災害に長らく苛まれており（この種の災害では最も

被害を蒙った国である）、（地すべり災害に対処する）コミュニティ、管理組織等を急い

で整備する必要性がある。体系的な地すべりに関するデータベース、地すべりハザード

マップ、脆弱度やリスクアセスメントに関する情報の整備及びそれらをコンパイルした

マップ（の整備）は、地すべり災害に対して積極的に対策を講じるために必要である。

日本からの技術的なサポートは、地すべり災害の防災対策に積極的に対応してゆくため

の基礎づくりのための支援となるであろう。 

優先順位②：:地すべりに関するリスク分類と、対策箇所の優先付けを行うプロセス、そ

して日本の専門家による技術的なサポートを受けて、現場でデモ的に実地調査を行うよ

うな活動はとても有効であると考える。 

優先順位③：的確かつ権威のある団体（組織）の支援を受け、早期警戒警報システムの

開発、地すべり発生メカニズムのモニタリング、復旧計画等を行う諸活動は、地すべり

対策として非常に有効と考える。研修活動やキャパシティビルディングも同様。 

３．モニタリングレポート作成のために必要な支援があれば、記入下さい。 

特にないが、提出を求められるモニタリングレポートの記入書式や内容は、この質問に

対する包括的な返答が送られる前に知らせていただきたい。 
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表-6 「津波」に関する回答 

国名（インド共和国 ） 

対象とする自然災害(津波) 

１．防災対策現状の把握 現状 完了のための課題 
優先 

順位 

①対象とする自然災害の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

②自然災害による外力の設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

③被害想定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

④目標とする防災レベルの設定 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑤法制度の整備 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑥ハード対策の実施 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

－ 

Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth 

－ 

１ 

⑦ソフト対策の実施 

⑦-1 災害前の予防対策 

⑦-2 災害直後の応急対策 

－ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ 

Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth １ 

⑦-3 災害後の復旧対策 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ２ 

⑧実施状況把握・評価 Ｃ Ａ Ｄ Ｎ Ｔ Ｌ Ｏ Ｈ Ｆ Oth ３ 

回答の説明 

C:完了 

A:概成 

D:実施中 

N:未着手 

T: 技術 

L: 法制度 

O: 組織 

H: 人材 

F: 資金 

Oth:その他 

２．優先順位をつけた項目について、具体的な日本への支援ニーズがあれば、記入下さ

い。 

優先順位①：: 防災活動や、緊急対応のための手段（を実施するため）には、津波がも

たらす惨状や、人命、財産、建物、インフラそして環境に対するインパクトを軽減する

ための手段に関する（人々の）関心を必要とする。海岸を植生で覆ったり、構造物や非

構造物による各種の対策ついては、日本からの技術的な支援により可能となり得る。 

優先順位②：: インドは、現在、津波の早期警戒システムに取り組んでいる。日本は過

去の経験から学んだ技術、経験及び知見を技術移転することが可能と考える。 

優先順位③：緊急の情報伝達や避難のための戦略策定は人命を保護するために必要。日

本は、津波対策について効果的な対策を講じるための検討や、適切な場所に津波シェル

ターを設置する検討などにおいても支援が可能と考える。 

３．モニタリングレポート作成のために必要な支援があれば、記入下さい。 

特にないが、提出を求められるモニタリングレポートの記入書式や内容は、この質問に

対する包括的な返答が送られる前に知らせていただきたい。 

 

 

 

51



 

３－２．インドの防災・減災に関する研究ニーズの把握 

（地すべり対策とその状況ヒアリングの実施を含む。） 

 

（１）インドの災害の詳細と対応体制の課題 

①インドの災害の詳細 

インドは、地理気候的に自然災害に見舞われやすく、地震、洪水、サイクロン、干ば

つ、津波、地すべり、雪崩などさまざまな災害により被害が発生している。 

 

過去の主な災害としては、以下が有名である。 

・2004 年 12 月 インド洋津波 

2004年 12月 26日に発生したスマトラ島沖地震によって引き起こされた津波によ

り、1 万 6,389 人が死亡、6,913 人が負傷、約 65 万人が被災した。被害総額は約 10

億米ドル。 

・2001 年 1 月 グジャラート地震 

2001 年 1 月 26 日、インド西部グジャラート州で起きた地震（マグニチュード 7.7）

によって 20,005 人が死亡、166,812 人が負傷、およそ 36 万棟の家屋が倒壊し、約

1,500 万人が被災した。被害総額は約 46 億米ドルに及んだ。 

・1999 年 10 月 オリッサスーパーサイクロン 

1999 年 10 月 29 日、ベンガル湾に面するインド北東部のオリッサに襲来したサイ

クロンにより、死者 9,887 人、被災者約 1,300 万人、倒壊家屋約 80 万棟の被害が

出た。 

表-7 インドに関連する 1900 年以降の主な自然災害の概況 

資料：平成 21 年度防災白書に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 災害の種類 国名（地域名）
死者・行方不
明者数（概数）

1935 地震 インド、パルチスタン 60,000
1971 サイクロン インド（オリッサ州） 10,000
1977 サイクロン インド（アンドラ・ブラデシュ州） 20,000
1988 地震 インド、ネパール 1,000
1989 洪水 インド 1,000
1993 洪水 インド 1,200
1993 地震 インド 9,800
1994 豪雨、洪水 インド 2,000
1997 洪水 インド 1,400
1998 洪水／地すべり インド 3,000
1998 サイクロン インド 2,900
1999 サイクロン インド 9,500
2001 地震 インド 13,805
2004 洪水 インド、バングラディシュ、ネパール 2,000

2004 地震、津波
スリランカ、インドネシア、モルティブ、インド、タイ、マ
レーシア、ミャンマー、セイシェル、ソマリア、タンザニ
ア、バングラディシュ、ケニア

229,652

2005 洪水／地すべり インド 1,503
2005 暴雨風 インド、バングラディシュ 4,049
2005 地震 パキスタン、インド、アフガニスタン 74,651
2007 大雨、洪水 インド 1,752
2008 洪水 インド 2,744
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インドの近年の災害の詳細は、次頁以降に示す災害概要一覧表のとおりである。 

これを年別災害種類別にみると、下図のように、洪水が発生件数としては最も多く、

次いで、強風（サイクロン等）、地すべり、地震となっている。 

 

図-1 インドにおける災害の災害種類別発生件数の推移（1999 年以降） 

資料：「災害管理サポートシステム」（(独)宇宙航空研究開発機構(JAXA）の情報に基づき作成 

注：同システムの情報は、アジア防災センター（ＡＤＲＣ）から提供されている情報に基づく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1)地震 ：地震 

2)強風 ：サイクロン、竜巻、モンスーン雨、嵐 等 

3)洪水 ：洪水、鉄砲水、豪雨 等 

4)地すべり ：地すべり 

5)津波 ：津波 

9)その他 ：干ばつ、熱波、寒波、雪崩、落雷 等 

 

 
 
 
 

年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 合計
1)地震 1 1 1 3
2)強風 1 1 3 3 1 1 2 1 13
3)洪水 2 1 1 6 4 4 5 3 3 2 2 33
4)地すべり 1 1 2 1 5
5)津波 1 1
9)その他 1 1 4 3 2 1 2 1 15
総計 4 2 5 6 12 5 14 7 5 6 3 1 70
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表-8 インドにおける災害概要一覧表（1999 年以降） 

資料：「災害管理サポートシステム」（(独)宇宙航空研究開発機構(JAXA）)の情報に基づき作成 

注：同システムの情報は、アジア防災センター（ＡＤＲＣ）から提供されている情報に基づく 
年 No 発生

期間 
区分 災害の種類 概 要 

1 1999/
03/29 

1)地震 地震 Earthq
uake 

3 月 28 日深夜 12 時 35 分、リヒタースケール 6.8 の強い
地震がインド北部の Uttar Pradesh 州(ニューデリーの
190km 北東に位置)を襲った。(4 月 12 日現在：死者 105
人、負傷者 395 人）156 の家屋が倒壊し、余震も続いて
いる。 

2 1999/
07- 

3)洪水 洪水 Flood モンスーンは Assam 州、Bihar 州、Kerala 州、Tripura
州、West Bengal 州に深刻な被害をもたらした。35 地区
における 3,212 の村が被災し、15,058 戸の家が被害を
受けた。豪雨による死亡者の数はインド全体で 367 名に
のぼっており、うち 250 名がインド東部の Bihar 州である。

3 1999/
10/28
- 

2)強風 サイクロ
ン 

Cyclon
e 

ベンガル湾で発生した巨大なサイクロンが東部インド地
方を襲う。死者数は数千人に上る恐れ。Orissa 州都の
Bhubaneswar では風速毎時 240～250 キロを記録 

1999 
  
  
  

4 1999/
9/21- 

3)洪水 洪水 Flood 7 月末の雨期の始まり以来、インド南部では約 2400 万
人の人々が洪水の深刻な被害を受けている。500 万人
以上の人々が住む West Bengal の 15 地区を飲み込む
という前例のない洪水の危険にさらされていると報告さ
れている。9 月最終週には West Bengal 州、Bihar 州、
Madhya Pradesh 州は豪雨に見舞われ、多くの地区で洪
水が発生している。 

5 2000/
05 

9)その
他 

干ばつ Drough
t 

インドは南アジアや西アジア諸国など広範囲に急速に
拡大しつつある深刻な干ばつの被害に見舞われてい
る。特に被害が目立つのは Rajasthan と Gujarat である。
Rajasthan には 9000 万人以上の人々がおり、
Rajasthan、Gujarat ともに深刻な干ばつの状態下におか
れている。 

2000 
  

6 2000/
08- 

3)洪水 洪水 Flood インドは今年のモンスーンによる悲惨な結果に悩まされ
ている。6 月中旬からの洪水により 850 万人以上の国民
が被害を受けており、11 州で 780 名以上の命が奪われ
たと報告されている。7 月の終わりからの洪水により、特
に Assam 州、Bihar 州、West Bengal 州、Himachal 
Pradesh 州で被害が大きく、家屋やインフラ、作物に多
大な損害が出ている。また、水汚染による病気も洪水の
被災地で現れている。 

7 2001/
01/26 

1)地震 地震 Earthq
uake 

26 日現地時間午前 8 時 50 分ごろ、インドのニューデリ
ー南西 580 マイルのＢｈｕｊ近郊でマグニチュード 6.9 の
地震が発生。今現在、死亡者数は 16,487 人、負傷者
数は 146,713 人、倒壊家屋数は 269,382 戸、被災家屋
数は 544,532 戸である。 

8 2001/
05～ 

9)その
他 

干ばつ Drough
t 

2000 年の南西モンスーン期の少雨により、Chhattisgarh
州、Gujarat 州、Madhya Pradesh 州、Orissa 州、
Rajasthan 州で干ばつの危険性が増加している。 

9 2001/
07 

3)洪水 洪水 Flood 2001 年は大雨の影響で大規模な洪水が多数発生し、
24 の地方で約 7,648,000 人が被害を受け、70 人が死
亡。作物被害額は、710,000 ヘクタールに及び、その被
害額は 700 万ドル。 

10 2001/
10/17 

2)強風 サイクロ
ン 

Cyclon
e 

インドでは南東部の海岸を台風が通過し、その影響によ
る死者は 31 人、数千人が家を失った。 

2001 
  
  
  
  

11 2001/
11/09 

4)地す
べり 

地すべ
り 

Land 
Slide 

インド南部で９日夜、豪雨の影響による地すべりが発生
し、少なくとも４０人が死亡、１０人が行方不明となってい
る。 

12 2002/
06/17 

3)洪水 洪水 Flood 数日間続いたモンスーンによりインド北東部 Assam で洪
水が発生。死亡者の報告はなされていないが 50,000 人
が家屋を失っている。 

2002 
  
  
  13 2002/ 3)洪水 洪水 Flood インド北部ではモンスーンの影響による豪雨により数箇
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年 No 発生
期間 

区分 災害の種類 概 要 

08/11 所の村が流され、少なくとも 49 人の死者が出たとされる

14 2002/
08/22 

3)洪水 豪雨 Heavy 
rain 

モンスーンによる豪雨により、インド中央部でダムが決壊
した。少なくとも 75 人が行方不明、25 人が死亡した可能
性がある。 

15 2002/
09/05 

3)洪水 洪水 Flood インドのグアラジャート州 Narmada 川で洪水が発生し、
少なくとも 5 人が流された模様。Narmada 川沿岸の 17
の村の約 400 家族が救助キャンプに避難している。 

16 2002/
09/05 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

インド北部で鉄砲水が発生し、2 つの地域が被害にあっ
た。少なくとも 16 人が死亡し、4,000 人が家屋を失った。
モンスーンの季節になって最初の深刻な被害をもたらし
た洪水である。なお同地域は最近まで干ばつ被害にあ
っていた。 

  
  

17 2002/
11/20 

3)洪水 洪水 Flood インド東部とバングラデシュでモンスーンにより洪水が発
生している。洪水は堤防を破壊し、25 人の死亡者を出し
た。しかし今月だけで約 550 人が死亡している。また
1,700 万人が被害を受けており、伝染病が発生する可
能性もある。 

18 2003/
01/02 

9)その
他 

寒波 Cold 
Wave 

寒さによりインド北部とバングラデシュではここ数週間で
250 人以上が死亡していると伝えられている。 

19 2003/
03/07 

9)その
他 

雪崩 Avalan
che 

インドとパキスタンの間のカシミール停戦区域で豪雪によ
る雪崩が発生、少なくとも 17 人が死亡 

20 2003/
03/13 

3)洪水 豪雨 Heavy 
Rain 

2003 年 3 月 13 日、猛烈な雹をともなう嵐によりインドの
West Bengal 州で死者 15 名、負傷者 500 名以上におよ
ぶ被害が出ている。 

21 2003/
03/19 

2)強風 雹を伴
う嵐 

Hailsto
rm 

暴風を伴う予期せぬ雹嵐がインドの West Bengal 地方の
Bankura, Hooghly、Howrah で発生した。死者は 30 人に
のぼり、負傷者は 500 人以上である。 

22 2003/
04/23 

2)強風 嵐 Storm インド北東地域にて、雷嵐が発生し、少なくとも 34 人が
死亡、300 人が負傷した。 

23 2003/
05/23 

9)その
他 

熱波 Heat 
Wave 

ここ 8 日間で南部インドでは熱波のために少なくとも 198
人が死亡したと伝えられた。 

24 2003/
06/18 

3)洪水 洪水 Flood 絶え間なく降り続いた豪雨によりインドの Assam 州で洪
水が発生した。400,000 人が家屋を失い避難を余儀なく
されている。インド政府の情報によると、western Nalbari, 
southern Karimganj、southern Hailakandi 、eastern 
Dhemaji の地域もひどい被害を受けている。 

25 2003/
07/16 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

インドの Himachal Pradesh 州の北部の建設現場で大雨
による鉄砲水が発生し、少なくとも 19 人が死亡、生存者
の救出に難航している。 

26 2003/
08/05 

4)地す
べり 

洪水、
地すべ
り 

Flood, 
Land 
Slide 

インドのヒマラヤ地方北東部の小さな町ダージリンでは 6
週間続いたモンスーンの影響による豪雨のために、地す
べりや洪水が発生し、26 人以上が死亡、400 世帯が家
を失った。 

27 2003/
08/31 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

インド北部で鉄砲水が発生し、20 人が溺れたおそれが
ある。 

28 2003/
12/11 

2)強風 サイクロ
ン 

Cyclon
e 

インド南東部の海岸地域で台風により少なくとも 45 人が
死亡した。この台風は激しい雨と洪水をもたらし、
Andhra Pradesh 州の海岸沿いの村々では家屋が倒壊
するなどの被害を受けた。 

2003 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

29 2003/
12/25
－ 

9)その
他 

寒波 Cold 
Wave 

バングラデシュとインド北部を襲った寒波により、さらに
92 人が死亡した。クリスマス以降のこの厳寒気候による
被害者は 574 人に上る。 

30 2004/
06/08 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

2004 年 6 月 8 日、インド東部で急激な川の増水により、
川を横断しようとしていた人々が 30 人あまり亡くなった。

31 2004/
08/26 

3)洪水 洪水 Flood インド Bihar 州では北部を中心に洪水による被害が出て
おり、30 人が死亡、125,000 人が家を失った。被害地域
は Madhubani、Sitamarhi、Banka、Bhagalpur、
Muzzaffarpur、Sheohar などに及んでいる。 

2004 
  
  
  
  

32 2004/
09/22 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

インド北部の Uttar Pradesh 州シタプール地区で鉄砲水
が発生し、家屋が破壊され、44 人あまりが死亡した。 
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年 No 発生
期間 

区分 災害の種類 概 要 

33 2004/
10/09 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

インド北部、バングラデシュ、ネパールでは季節外れの
豪雨による土砂崩れにみまわれ、ここ 3 日間で広範囲に
おいて浸水の被害にあい、少なくとも 144 人が死亡した
と伝えられた。インドでは死者が 100 人に上った。 

34 2004/
12/26 

5)津波 津波 Tsunam
i 

スマトラ沖で起きたここ 40 年で最大規模のマグニチュー
ド 9.0 の地震により、大津波が発生し、南インドで 9,479
人が死亡し、3,000 人が行方不明となっている。 

35 2005/
02/19 

9)その
他 

雪崩 Avalan
che 

インド管轄下のカシミールで、最近 20 年で最も多い降雪
があり、100 人以上が死亡、さらに 100 人以上が行方不
明になっている。 

36 2005/
04/30 

2)強風 嵐 Storm インドの West Bengal 州が嵐に襲われ、13 人が死亡、
2,000 棟以上の家屋が倒壊したと地方当局が伝えた。 

37 2005/
04/30 

2)強風 嵐 Storm 土曜日にインドの Andhra Pradesh 州を嵐が襲い、少なく
とも 18 人が死亡、多くの負傷者が出たと当局が伝えた。

38 2005/
05/17 

9)その
他 

熱波 Heat 
Wave 

夏の気温が 50 度近くになるインドの Andhra Pradesh 及
び Orissa の両州で、熱波により少なくとも 25 人が死亡し
たと政府当局が伝えた。 

39 2005/
05/26 

4)地す
べり 

地すべ
り 

Land 
Slide 

インド北東部のナガランド Nagaland 州で、地すべりにより
少なくとも 12 人が死亡、数百棟の家屋が被害を受けた
と当局が伝えた。 

40 2005/
06/30 

3)洪水 洪水 Flood モンスーンの雨が絶え間なく続き、西部インドでは洪水
が発生、少なくとも 127 人が死亡、25,000 人が家を失っ
た。 

41 2005/
07/27 

4)地す
べり 

洪水、
地すべ
り 

Land 
Slide, 
Flood 

インド西部の Maharashtra 州で地すべりと洪水が発生し
た。インド当局によると、これにより少なくとも 850 人が死
亡、数 10 人が行方不明となり、国の経済的中心地であ
るムンバイが無力化したと伝えられた。 

42 2005/
08/27 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

インド北部の商業都市 Uttar Pradesh 州で鉄砲水が発
生、24 人が溺死し、家屋数百棟が浸水した。 

43 2005/
09/20 

2)強風 嵐 Storm 激しい嵐がインド東部の沿岸地域を襲い、少なくとも 34
人が死亡、5 万人以上が避難している。 

44 2005/
10/08 

1)地震 地震 Earthq
uake 

パキスタンで 38,000 人の犠牲者を出している強い地震
により、インド統治下のカシミール地方でも、死者数はお
よそ 1,300 人、負傷者数は 6,200 人以上に達した。 

45 2005/
10/23 

3)洪水 洪水 Flood インド東部では、３日間豪雨が続き、これにより少なくとも
10 人が死亡、そして何万もの人々が洪水により孤立状
態となっている。 

46 2005/
11/25 

3)洪水 洪水 Flood 2005 年 11 月 25 日、インド南部の Tamil Nadu 州で洪水
が発生し、混雑した 2 台のバスが増水に飲み込まれた。
これにより少なくとも 75 人が死亡、53 人が負傷した。 

47 2005/
12/05 

3)洪水 集中豪
雨 

Torren
tial 
rains 

2005 年 12 月 5 日、インド南部の Andhra Pradesh 州で
集中豪雨により 21 人が死亡、数千人が家を失ったと報
告された。 

2005 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

48 2006/
01/08 

9)その
他 

寒波 Cold 
Wave 

インド北部では、この 70 年間で最低の気温を記録し、こ
の寒波により 130 人以上が死亡した。 

49 2006/
05/10 

9)その
他 

熱波 Heat 
Wave 

インドで焼け付くような熱波により少なくとも 27 人が死亡
した。これを受けてインド首都の行政は、熱波から子供
達を守るために夏休みを早めに始めるように指示した。 

50 2006/
05/20 

9)その
他 

落雷 Lightni
ng 

2006 年 5 月 20 日、モンスーン期に入る前に上陸した台
風がインドの２州を襲い、落雷により樹木が倒壊し 20 人
が死亡した。インド南部の Andhra Pradesh 州では少なく
とも 12 人が死亡、West Bengal 州では 8 人が死亡した。

51 2006/
06/11 

3)洪水 鉄砲水 Flash 
Flood 

2006 年 6 月 9 日インド北東部のアッサム州で鉄砲水が
発生し、眠りに付いた人々を濁流が襲い、130 人が死亡
した。最も被害が酷かったのは Goalpara 地域であり、村
民が少なくとも 80 人が犠牲になり、今でも行方不明者が
いる。 

2006 
  
  
  
  
  
  

52 2006/
07/04 

4)地す
べり 

洪水、
地すべ
り 

Flood, 
Land 
Slide 

インドのムンバイ市が豪雨にみまわれ、これにより洪水と
土砂崩れが発生、32 人が死亡し、金融界の中枢地域
に住む人々の生活に支障をもたらした。 
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年 No 発生
期間 

区分 災害の種類 概 要 

53 2006/
07/08 

2)強風 モンス
ーン雨 

Monso
on 
Rains 

モンスーン雨によりインドの Uttar Pradesh 州の大部分が
浸水し、週末にかけて溺死、家屋の倒壊や雷により 21
人が死亡した。 

54 2006/
08/04 

3)洪水 洪水 Flood 熱帯性低気圧による豪雨と洪水により、インド南部、東
部では 42 人が死亡、数万人が避難した。 

55 2006/
08/27 

3)洪水 洪水 Flood モンスーン雨、洪水により、インド西部の Rajasthan 州で
は少なくとも 130 人が死亡、広範囲の砂漠地域が浸水し
た。 

56 2007/
01/05 

9)その
他 

寒波 Cold 
Wave 

寒波が北部および東部インドを襲い、少なくともここ１週
間で 80 人が死亡した。学校や大学は休校を余儀なくさ
れ、家のない人たちに薪の供給を行った。 

57 2007/
06/17 

3)洪水 鉄砲
水、雷 

Flash 
Flood, 
Lightin
g 

2007 年 6 月 18 日、インド東部を襲った豪雨による鉄砲
水と雷により少なくとも 16 人が死亡した。 

58 2007/
06/23 

2)強風 嵐 Storm 2007 年 6 月 23 日、猛烈な嵐がインド南部の Andhra 
Pradesh 州を襲い、少なくとも 45 人が死亡、数千人が家
を失った。 

59 2007/
07/06 

3)洪水 豪雨 Heavy 
rain 

インド東部では 4 日間におよぶ豪雨により数千人が孤立
状態であり、激しい雨で救助作業が難航している。一方
で隣国であるバングラデシュでは土砂崩れにより 2 人が
死亡した。 

2007 
  
  
  
  

60 2007/
10/30 

3)洪水 洪水 Flood インドで 5 日間降り続いた豪雨による洪水のため、Tamil 
Nadu 州では少なくとも 13 人が死亡した。 

61 2008/
02/09 

9)その
他 

雪崩 Avalan
ches 

インドのカシミール地方では豪雪により雪崩が発生、20
人が死亡、15 人が行方不明となっている。 

62 2008/
04/02 

9)その
他 

熱波 Heat 
Wave 

数週間にわたりインド北東部では、気温摂氏 40 度半ば
（華氏 110 度）もの熱波により、少なくとも 17 人が死亡し
ている。 

63 2008/
05/14 

2)強風 嵐 Storm インド政府担当官によると、2008 年 5 月 14 日、Uttar 
Pradesh 州で発生した暴雨風の死者数が 94 人になっ
た。 

64 2008/
05/18 

2)強風 嵐 Storm 2008 年 5 月 18 日、インド北部で暴風により 13 人が死
亡し、13 人が負傷した。 

65 2008/
06/16 

3)洪水 洪水 Flood 2008 年 6 月 16 日、インド当局によると、北東部でモンス
ーン期の大雨により鉄砲水、地すべりが発生し、25 人が
死亡、200,000 人が避難した。 

2008 
  
  
  
  
  

66 2008/
08/20 

3)洪水 洪水 Floods モンスーン雨に由来する豪雨により洪水が発生し、イン
ドの北東部では５万人が家を失った。 

67 2009/
04/01 

2)強風 竜巻 Tornad
o 

2009 年 4 月 1 日インド当局の発表によると、東海岸部
60 以上の村を竜巻が襲い、10 人が死亡、約 100 人が負
傷したと。 

68 2009/
07/20 

3)洪水 洪水 Floods インド東部 Orrisa 州では 1 週間続いた強いモンスーン
雨により洪水が発生し、少なくとも 36 人が死亡し、家屋
50 万棟が浸水した。 

2009 
  
  

69 2009/
09/30
～
2009/
10/04 

3)洪水 洪水 Floods 豪雨による洪水で、インド南部ではここ 5 日間で少なくと
も 200 人が死亡した。これにより、植物はなぎ倒され、何
万人もの人々が家を失った。 

2010 70 2010/
01/04 

9)その
他 

寒波 Cold 
Wave 

インド北部では寒波のため数十人が死亡している 
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②対応体制の課題 

インドの防災体制は、以下のようになっている。 

 

○法制度 

2004 年に国家レベルの防災枠組みを策定したほか、2005 年には防災法（The 

Disaster Management Act, 2005- DM ACT, 2005)を制定した。 

 

○防災組織 

防災政策、計画、ガイドラインを策定し、それらの実施を調整する機関として首

相を議長とする国家防災委員会（National Disaster Management Authority (NDMA)）

が設置されている。各州には、州防災委員会（ State Disaster Management 

Authorities (SDMAs)）が設置されている。 

また NDMA のもと、災害軽減および緊急対応のための人材育成を促進する機関と

して、国家防災協会（National Institute of Disaster Management (NIDM)）、迅

速な災害対応を行う機関として、国家災害対応部隊（National Disaster Response 

Force (NDRF)）が設置されている。 

 

○防災計画 

防災分野に特化した計画はないが、第 11 期国家 5 ヶ年計画（2007-2012）の中の

「環境と気候変動」の章に防災に関する記述があり、防災に配慮した開発計画への

配慮の必要性などが述べられている。 

また、防災法において州ごとに防災計画の策定が求められており、州防災計画作

成のガイドラインが 2007 年 7 月に発行されている。 
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（２）地すべりの現状と課題 

①インド国内における地すべりの危険性について 

インドの地すべりは、ヒマラヤ山脈と北東の丘陵地域及び西部の高地において数多く

発生している。また、ヒマラヤの地震活動も地すべりに大きな影響を及ぼすとともに、

モンスーンによる大雨も地すべりの要因となっている。 

概算ではインドの国土面積（約 330 万 km2）のおよそ 15%にあたる 49 万 km2 は、地す

べりの危険がある。（北東地域の 9 万 8000km2 や、ヒマラヤ山脈、ニルギリ、ラーンチー

高原、および東部と西部の一部のアラカンヨーマの範囲、および 39 万 2000km2 の部分を

含む。） 

インドの最大 20 州で様々な地すべりの危険がある。これらのうち、Sikkim 州と

Mizoram 州は、非常に危険度の高いクラスに評価されている(（下図水色：Very  high  

hazard）。また、Jammu and Kashmir 州、Himachal Pradesh 州、Uttarakhand 州、Arunachal 

Pradesh 州、Nagaland 州、および Manipur 州の地区の大部分は、次いで危険度の高い地

域に該当する（下図オレンジ色：High hazard）。 半島地域では、Karnataka 州、Andhra 

Pradesh 州、Tamil Nadu 州、Maharashtra 州、Goa 州、Madhya Pradesh 州、および Kerala

州といった広大な丘陵地帯に中適度の危険性のあるゾーンが広がっている（下図黄・ピ

ンク色：moderate/moderately high hazard）。 

図-2 インドの地形における地すべりの危険度マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Geological Survey of India(GSI)ホームページより 
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インドにおける近年の地すべり災害の概要は、以下のとおりである 

 

表-9 インドにおける近年の地すべり災害 

資料：「災害管理サポートシステム」（(独)宇宙航空研究開発機構(JAXA）)の情報に基づき作成 

注：同システムの情報は、アジア防災センター（ＡＤＲＣ）から提供されている情報に基づく 
年 N

O 
発生期間 災害の種類 概要 死者・行方

不明者数

2001 1 2001/11/09 地すべり Land Slide インド南部で９日夜、豪雨の影響による地
すべりが発生し、少なくとも４０人が死亡、
１０人が行方不明となっている。 

死者 40
人、行方不
明 10 人 

2003 2 2003/08/05 洪水、 
地すべり 

Flood,  
Land Slide 

インドのヒマラヤ地方北東部の小さな町ダ
ージリンでは 6 週間続いたモンスーンの影
響による豪雨のために、地すべりや洪水
が発生し、26 人以上が死亡、400 世帯が
家を失った。 

死者 26 人
以上 

3 2005/05/26 地すべり Land Slide インド北東部の Nagaland 州で、地すべり
により少なくとも 12 人が死亡、数百棟の
家屋が被害を受けたと当局が伝えた。 

死者 12 人2005 
  

4 2005/07/27 洪水、 
地すべり 

Land Slide, 
Flood 

インド西部の Maharashtra 州で地すべりと
洪水が発生した。インド当局によると、こ
れにより少なくとも 850 人が死亡、数 10 人
が行方不明となり、国の経済的中心地で
あるムンバイが無力化したと伝えられた。 

死者 850
人、行方不
明 10 人 

2006 5 2006/07/04 洪水、 
地すべり 

Flood,  
Land Slide 

インドのムンバイ市が豪雨にみまわれ、こ
れにより洪水と土砂崩れが発生、32 人が
死亡し、金融界の中枢地域に住む人々
の生活に支障をもたらした。 

死者 32 人
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②インドの地すべりに関する課題 

 

インドからの質問票の回答結果を踏まえると、インドの地すべりに関する課題は、以

下の通りである。 

 

○インドでは、地すべり災害に長らく苛まれており、この種の災害では最も被害を蒙っ

た国である。地すべり災害に対処するコミュニティ、管理組織等を急いで整備する必

要性がある。体系的な地すべりに関するデータベース、地すべりハザードマップ、脆

弱度やリスクアセスメントに関する情報の整備及びそれらをコンパイルしたマップの

整備は、地すべり災害に対して積極的に対策を講じるために必要である。 

 

○地すべりに関するリスク分類と、対策箇所の優先付けを行うプロセス、現場でデモ的

に実地調査を行うような活動はとても有効である。 

 

○的確かつ権威のある団体の支援を受け、早期警戒警報システムの開発、地すべり発生

メカニズムのモニタリング、復旧計画等を行う諸活動は、地すべり対策として非常に

有効である。また、研修活動やキャパシティビルディングも同様に非常に有効である。 
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（３）我が国との研究協力の可能性と具体的なニーズの把握 

 

インドからの質問票の回答結果を踏まえると、各災害における研究協力の可能性と具

体的な支援ニーズは、以下の通りである。 

表-10 インドによる研究協力の可能性とニーズ 

 研究協力の可能性 具体的な支援ニーズ 

地震 

・予防対策と緊急対策技術の技術移転、その中で必要
な部分の一般の市民への周知に関する支援。 

・インドの実情にあった、耐震設計法と既存構造物の
耐震補強法構築に関する技術支援 

・実施した地震対策の評価に関する技術支援 
・各種対策等を実行しているが、まだ不足している技

術があり、支援が必要である。 

強風 

各対策について実施中であり、その中で
技術支援を必要とする右記の項目につい
て、支援が望まれる。また、費用がもっ
とも必要なハード対策のみ資金を必要と
している。 

・建築物の耐風設計に関する人材育成の支援 
・早期警戒警報システム確立のための技術支援 
・国民へサイクロンの危険性についての啓発活動支援
・各種対策等を実行しているが、まだ不足している技

術があり、支援が必要である。また、ハード、ソフ
ト対策等で、人材育成も必要 

洪水 

各対策について実施中であるが、右記の
支援ニーズは具体的なものであるため、
それらについて対応可能か検討する。 

・洪水対策の総合的な計画策定および研修などソフト
面の支援。 

・洪水対策構造物の現地施工を通したキャパシティー
ビルディング 

・洪水の早期警戒警報システム及び豪雨時向けの排水
システム計画作成支援 

・各種対策等を実行にあたり、組織の改善、人材育成
も必要。 

地すべ
り 

支援ニーズの記述が広範囲で、具体化し
にくいが、総合的に見て、どの斜面が危
ないか評価し、優先順位を付けた上で、
ハード･ソフト対策が実施できるように、
支援内容を調整する。 

・地すべりに対する包括的な情報の整備、活用体制づ
くりの支援 

・地すべり対策実施の優先付け技術と現地調査法の技
術移転 

・早期警戒警報システム、斜面モニタリング、復旧計
画等広範囲な対策技術支援 

・多くの段階で、まだ技術支援、組織の改善、人材育
成を必要としている。 

津波 

津波被害の経験が少ないためか、全ての
項目に対し技術支援のニーズがある。右
記の支援ニーズは、「津波の早期警戒シ
ステムに関する技術移転」など具体的な
ものがあるので、ここから選択すること
でよい。 

・津波被害に対する啓発活動の支援と具体的な対策に
対する支援 

・津波の早期警戒システムに関する技術移転 
・避難体制・避難場所確保などの戦略策定支援 
・全般にわたり技術的支援が必要。その他、被害想定、

対策実施のための人材育成、ハード対策の実施のた
めの資金調達も必要。 
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（４）我が国の地すべり対策工法の適用性に対する NIDM の意見と改善案 

 

我が国の地すべり対策工法の適用性等に対して、ワークショップの結果より、NIDM か

らは以下のような意見と改善案が出されている。 

 

○自然環境と調和した建設事業手法について 

インドは、例えば自然環境と調和した建設事業、山の環境を破壊しないような建設

事業、環境と調和した建設事業、それをどういうふうに行うのかということに関して

も興味がある。 

 

○土砂災害の地図データベースについて 

インドからは、日本の土砂災害の地図に対して高い評価が寄せられた。 

インドでは、土砂災害の起きやすい場所のゾーンのマッピングに関するデータベー

ス開発について、どのエリアをデータ化するか、実際の状況と地図がマッチしている

かなどの点に関して、日本からの協力を期待している。 

 

 ○災害管理軽減、気候変動によるリスク軽減分野について 

インドから、災害管理軽減、気候の変動によって増加しているリスクの軽減に関し

ても、大変重要な分野であるため共同でこれらの分野にも焦点を置きたいとの意見が

あった。 

  

 ○試験技術について 

インドからは、橋や建物の構造を試験する技術が大変有用であるとの意見があった。 

 

 ○能力開発について 

インドからは、能力開発（研修活動やキャパシティビルディング）について、共同

的作業が行えればとの意見があった。 
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４．資料の整理 

 

４－１．インド側から国総研への提供資料 

 
提供された資料は、以下の通りである。 

 

 

＜Briefing paper＞ 

・NDM Guidelines on Management of Landslides and Avalanches in India (No.1) 

(Writing by Mr. Surya Parkash, Ph.D.) 

・NDM Guidelines on Management of Landslides and Avalanches in India (No.1) 

(Writing by Mr. Surya Parkash, Ph.D.) 

 

＜Book＞ 

・Micro-finance and disaster risk reduction 

(Edited by P.G. Dhar Chacrabarti Mihir R.Bhat) 

・Disaster & Development (Volume 2, Number 1, May 2008) 

(Edited by Journal of the National Institute of Disaster Management, New Delhi) 

・Manual for Drought Management (November 2009) 

(Department of Agriculture and Cooperation Ministry of Agriculture, Government 

of India New Delhi) 

・Disaster risk reduction for safe development  A Study of Corporate Practices in 

India 

(Edited by ISDR, NIDM) 

・The kutch earthquake 2001  Recollections, Lessons and Insights 

(Edited by NIDM) 

・Trainer’s Guide for Training in Hazard Resistant Construction  To ensure effective 
training of artisans for vulnerability reduction 

(Edited by National Disaster management Division Ministry of Home Affairs 

Government of India) 

・Women as equal partners  Gender dimension of disaster risk management programme  

Compilation of good practices 

(Edited by GOI-UNDP DRM PROGRAMME) 

・Training of trainers manual on gender mainstreaming in disaster risk management 

(Edited by GOI-UNDP DRM PROGRAMME) 

・Manual on Hazard Resistant Construction in India  For reducing vulnerability in 

buildings built without engineers 

(Edited by National Disaster management Division Ministry of Home Affairs 

Government of India) 

・Good practices in community based disaster risk management 

64



 

(Edited by Government of India) 

・Training Calendar 2009-10 

(Edited by National Institute of Disaster Management) 

・Hazards, disasters and your community Ver.1.0 

(Edited by National Disaster Management division, Ministry of Home Affairs, 

Government of India) 

・ National disaster management guidelines  Management of landslides and snow 

avalanches (June 2009) 

(Edited by National Disaster Management Authority, Government of India) 

・National disaster management guidelines  Management of earthquakes (April 2007) 

(Edited by National Disaster Management Authority, Government of India) 

・Training module for non-governmental organisations on disaster risk management 

(Edited by An initiative under the GOI-UNDP disaster risk management programme) 

 

＜Pamphlet＞ 

・Disaster risk management-document series  Cyclone resistant building architecture 

(Prepared under GOI-UNDP disaster risk management programme) 

・Disaster risk management-document series  Detailed seismic assessment of masonry 

buildings in seismic zone Ⅳ 

(Prepared under GOI-UNDP disaster risk management programme New Delhi) 

・Earthquake safe construction of masonry buildings  Simplified Guideline for All 

New Buildings in Seismic Zone Ⅴ of India 

(Prepared by Professor Anand S. Arya assisted by Jananjan Panda) 

・NIDM Newsletter Vol.Ⅲ, No.4, October-December 2008 

(Edited by National Institute of Disaster Management) 

・NIDM Newsletter Vol.Ⅳ, No.1, January-March 2009 

(Edited by National Institute of Disaster Management) 

 

＜CD＞ 

・National disaster management guidelines  Management of earthquakes (April 2007) 

(Edited by National Disaster Management Authority, Government of India) 

・ National disaster management guidelines  Management of landslides and snow 

avalanches 

(Edited by National Disaster Management Authority, Government of India) 

 

※ 提供資料は図書館にて保存。 
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４－２．インドにおける防災ガイドライン（地震・地すべり）の概要 

 

 提供された資料の中から、インドにおける地震および地すべりに関する災害マネジメン

トガイドラインにつき、概要を以下に示す。 

 

 

【地震災害に関するマネジメントガイドラインの概要】 

原題：National disaster management guidelines   

Management of earthquakes 

発行：National Disaster Management Authority, Government of India 

 

 インドでは、地震に関する災害マネジメントのガイドラインを策定するにあたり、産

学官の知見を集約し、防災、減災、被災時の緊急対応能力に注力した包括的なアプロー

チを検討した。それを受けて策定された災害マネジメントガイドラインは、以下に挙げ

る 6 つが柱となっている。 

・新設構造物には耐震構造を組み込むことを義務化することで、地震時の防災に貢献 

・地震多発地域におけるインフラおよび建造物の耐震、免震化を促進 

・適正な規制強化によるコンプライアンス制度の徹底 

・地方自治体も含めた行政等の災害マネジメント関係者における意識改革 

・地震災害のマネジメントにおける人材育成と能力開発の多岐にわたる指導プログラム

の導入 

・地震多発地域における被災時の緊急対応能力の強化 
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【地すべり災害に関するマネジメントガイドラインの概要】 

原題：National disaster management guidelines   

Management of landslides 

発行：National Disaster Management Authority, Government of India 

 

 インド政府は、これまでの地すべり災害により多大な被害を繰り返し受けてきたこと

を踏まえ、従前の被災後対応に注力するアプローチから平時に取り組む防災へと災害マ

ネジメントの方針をシフトしている。それに伴い、地形の特徴や地すべり危険度の測定

等を研究するタスクフォースを設け、地すべりリスクの明確化を図っているところであ

る。 

 ガイドラインは、地すべり災害マネジメントにおける重点領域を次の 9 つに絞ってい

る。 

・ 地すべりの危険性や国土の脆弱性を加味したリスクアセスメント 

・ 多様なリスクの概念化 

・ 地すべり発生地域の復旧活動 

・ 研究開発およびモニタリング、早期警戒の発信 

・ 災害マネジメントに関する知識のネットワーク化、知識マネジメント 

・ 能力構築および人材育成 

・ 地すべりリスクに対する市民の意識啓発 

・ 危機対策および復旧対応能力の強化 

・ 規制の執行 

 

67



 

４－３．上記ガイドラインの原文 

【地震災害に関するマネジメントガイドラインの概要：原文】 

National Disaster management guidelines (Management of Earthquakes) 
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【地すべり災害に関するマネジメントガイドラインの概要：原文】 

National disaster management guidelines （Management of landslides） 
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2. インドネシアとの研究協力について 
 

 



 



2. インドネシア共和国との研究協力について 

 

2.1. 背景 

インドネシア共和国との研究協力の覚書締結に至った背景には、「第 18 回アジア所長会

議（平成 21 年 11 月 10 日～17 日開催、会議テーマ：地域の実情や課題に応じた独創的な道

路政策）」のプレ調査として、インドネシア共和国公共事業省研究総局及び同局の 3研究機

関（道路・橋梁研究所(RDCRB)、社会経済文化地域研究所、居住研究所）を訪問し、研究ニ

ーズ等の調査を行なったことがある。 

その際、RDCRB との会合の中で、継続的な研究交流を進めるためには覚書の締結を検討す

べきとの提案がなされた。それを受けて国総研は、関係部局との調整の結果、第 18 回アジ

ア所長会議において、RDCRB 所長（Agus Bali Silendra 氏）をお招きし、研究協力の覚書

締結に至ったものである。 

 

次ページ以降に、覚書締結について及び共同ワークショップ開催について、並びに共同

ワークショップ終了後に行なったアンケート調査の結果についてとりまとめを行なったの

で報告する。 
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覚書締結の準備にあたり、国総研はインドネシア共和国を訪問している。下記に訪問に

関する目的及び会合内容についての詳細を記載する。（海外出張調書） 

 

海外出張調書 

 

出 張 者 ：国際研究推進室長 寺元博昭 

出 張件名：国際研究連携推進のための専門家会合 

出 張 先 ：インドネシア国 ジャカルタ市、バンドン市 

出 張期間：平成２１年６月１日～平成２１年６月５日（５日間） 

 

出張の目的：本出張の目的は、インドネシア国公共事業省研究開発総局 Agency for 

Research and Development, Ministry of Public Works、同道路総局 Directorate of Highways, 

MPW、同社会経済文化地域役割研究所 R&D Center for Social Economic, Cultural and 

Community Role, ARD, MPW、同道路橋梁研究所 R&D Center for Road and Bridges, ARD, MPW

の研究担当幹部及び実務担当専門家と、両国における国土整備関係の研究に関する現状と

課題を共有するとともに、共同研究テーマの発掘に向けた研究ニーズを明らかにすること、

研究協力と支援の意志を伝えること、より具体的な国際研究の推進に向けた人的つながり

や足がかりを作ることである。 

 

（当日の発表と質疑等） 

会合では、国総研が取り組むプロジェクト研究の状況や研究の枠組み（大枠による PDCA）

等をプレゼンする一方、インドネシア国からは、研究体制（予算、人員、研究評価、本省

と研究所との関係等）について紹介いただいたのち、関連事項等を質疑し、国際研究協力

の推進に向けた認識の共有を図った。 

今回、研究開発総局長（研究開発庁トップ）の勧めで、当初の行程には入れていなかっ

た居住研究所も訪問した。また本会合に合わせて PPP 手法による Tanjun Priok Access Road

の現地視察を行った。個別には下記の通りである。 

 

（１）研究開発総局との会合（会合の様子 写真-1、2） 

対応相手：研究開発総局長（研究開発庁トップ）、社会経済文化地域役割研究所長、道路・

橋梁研究所国際担当官ほか 

- Ir. Hendrianto Notosoegondo, Director General, ARD, MPW 公共事業省研究開発総局

長 

- Drs. Pradino, Director, R&D Center for Social Economic, Cultural and Community Role, 

ARD, MPW 社会経済文化地域役割研究所長 他 

・本会合は公共事業省研究開発総局会議室で実施された、各研究所との会合に先立つ全体

会議である。 

・研究体制；公共事業省の研究体制は、全体の方針、予算付け等を研究開発総局が総括し
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ているが、実質的な研究は４つの研究所で担っているとのことである。技術的な規制は個々

の州が行っていて、研究開発総局は SGM（Standard, Guideline, Manual）を通して技術指

導を行っている。また州では技術開発も困難であり国が行っている。 

・予算と人員；H21 年度研究予算は 300billion ルピア（約 30 億円）であり、国総研予算の

３分の１程度の規模。人員は研究官が 200 名、行政官が 500 名で計、700 名。国総研は研究

官が 252 名、行政官が 119 名であり、これに比して、研究補助を外注するわけではないの

で行政官が多くなっているとのことである。 

・会合の結果、JICA プロジェクトの伸びが期待できない中、研究領域での協力関係の構築、

課題、人的交流の重要性について、認識を共有できた。 

・研究総局のトップである総局長と情報交換、認識の共有を得られたことは大きな成果（現

在の総局長ヘンドリアント氏は、道路総局長を長年務めた人物で、大臣に昇格（公共事業

大臣は、伝統的に、５つある総局長の中から選ばれたテクノクラートが努めている）する

可能性もある大物）である。 

・人的交流の促進；当方が研究所の窓口（AccessPoint）として調整するので、日本学術振

興会（Japan Society for the Promotion of Science(JSPS)）等の制度を利用して、積極

的に研究者の派遣をいただきたい旨を伝えた。 

・技術的な課題；基準作成に関しては、インドネシアは大きな多様性の中にある国である

ので、力学的な共通基盤以外は、地域の特性（構築物の形状や素材など）について極力反

映させようとしていること、日本が取り組む柔軟な道路構造基準に大きな興味があるとの

ことであった。本年のアジア地域研究所長など会議のテーマでもこの規範性と柔軟性を両

立させる基準のあり方等についてテーマに入れていること等を伝えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          写真-1                 写真-2 

※ 写真-1：研究開発総局との会合、筆者右側、奥に研究開発総局長 

※ 写真-2：研究開発総局長 Hendrianto 氏と寺元国際研究推進室長 

 

（２）道路総局との会合 

対応相手：道路総局長、道路技術課長、道路ファイナンス担当課長 

- Dr. Ir. A. Hermanto, Director General, DGH, MPW 公共事業省道路総局長 

- Ir. Danis H. Sumadilaga, Director of Technical Affairs, DGH, MPW 公共事業省道路
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総局技術課長 

- Ir. Nur Fizili Kifli, MT. Financial Affairs, DGH, MPW 公共事業省道路総局総務財政

担当 他 

・本会合は道路行政関係の研究プライオリティについて、道路総局長、技術課長ほかと議

論したものである。 

・その結果、アセットマネジメント、Toll･Road、調達契約関係に優先度を高くおいて行き

たい旨、先方のニーズを把握できた。 

・アセットマネジメントについては概念がわかりにくいので困っていること 

・Toll･Road については、約 700km の運用状況であるが、日本の取り組み、特にプール制の

仕組み（先行した路線の益を後発に回したいという意向を持っているとのこと）や料金と

交通管理の関係について日本の先進事例を学びたいとのことであった。日本の民営化のス

キームと平日・休日料金社会実験の状況等について概要も説明し、今後とも喜んで協力す

る旨伝えた。 

・調達契約については、インドネシアと日本とで商習慣が異なるので比較は難しいが技術

と経営の両面から関連企業を評価する日本の取り組み等を紹介できる旨伝えた。 

・研究総局長、道路総局長以下、大変歓迎いただいた。本会合の結果、研究領域でのネッ

トワークを先方も望んでいることがわかった。 

 

（３）社会経済文化地域役割研究所との会合（写真-3、4） 

対応相手：社会経済文化地域役割研究所長、国際担当窓口課長ほか 

- Drs. Pradino, Director, R&D Center for Social Economic, Cultural and Community Role, 

ARD, MPW 社会経済文化地域役割研究所長 他 

・本研究所は設立から９年しかたっておらず４つの研究所ではもっとも新しい組織で、日

本にはストレートに対応できる研究センターはない。 

・名称や役割については日本の組織としても時代の先を行っている感じがしてとても挑戦

的ですばらしい。 

・研究ニーズとしては、用地の円滑な取得に向けた仕組みやプロジェクトの経済的、社会

的影響の把握、事業への住民の参加（Involve）やインフラ施設の地域への多様性を踏まえ

た定着、地球環境関係では植林などに地域とともに積極的に取り組んでいる。 

・会合の結果、Public Acceptance 関係の研究というくくりで国総研の活動との接点がある

と思われる。また、以下の認識を共有した。 

○Public Acceptance を得るためにプロジェクトの社会的、経済的インパクトを調査する必

要があること 

○それらをプロジェクトの前後で行うこと 

○Negative な情報や影響も公開することで透明性を確保し、バランスの取れた、信頼性の

高い合意が得られること 

○関係者のコミュニケーション能力を高めることが重要であること 

○インドネシアと日本とは社会の多様性のレベルが異なるが、法的な手続き等は比較し、

応用できる部分もあると考えられること 
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・直接対応した組織は日本にはないが、まず当方にアクセスしてもらえれば適宜、適切な

セクターにつないでいくことや、研究者の交流に必要な調整も積極的に行っていきたい旨

伝えた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           写真-3                  写真-4 

※ 写真-3：社会経済文化地域役割研究所での会合 

奥左が Pradino 所長、奥右が寺元国際研究推進室長 

※ 写真-4：Pradino 所長と寺元国際研究推進室長 

 

（４）道路・橋梁研究所との会合（写真-5、6） 

対応相手：道路・橋梁研究所長、国際課長ほか 

- Ir. Agus Bari Sailendra, Director, R&D Center for Road and Bridges, ARD, MPW 道

路・橋梁研究所長 

- Ir. GW SAMSI GUNARTA, Chief of Division, Programming & International Collaboration, 

R&D Center for Road and Bridges, ARD, MPW 道路・橋梁研究所,計画・国際担当課長 他 

- Dra. IPAH SARIPAH, MA, Head of Sub Division of Cooperation Depertment, R&D Center 

for Road and Bridges, ARD, MPW 道路・橋梁研究所、協力部副課・課長 他 

・本会合は、研究開発総局との全体会議を受けた、道路関係の研究所との研究協力に関す

る会合である。 

・先方より研究テーマについて紹介いただき、道路総局と同様、アセットマネジメント関

係に大きな関心があることがわかった。 

・また先方より、是非、MOU（研究協力に関する総括的な覚書）を結んで研究力を進めてい

きたい旨、提案があった。当方より、これまでインドネシアと日本とは JICA を通したやや

一方的な関係であったが、インドネシアの整備状況も進んできており、今後は更に一方進

んだ関係になっていくべき旨を伝え、先方研究所長より、同様の認識を持っていること、

人的な交流が重要であるとの発言があった。 

・本日の会合を契機として、国際担当を窓口に、更に具体に研究協力について検討してい

くことを確認した。 
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写真-5                  写真-6 

※ 写真-5：道路・橋梁研究所での会合、奥左が Agus 所長、奥右が寺元国際研究推進室長 

※ 写真-6：Agus 所長と寺元国際研究推進室長（記念の公共事業省モニュメントを贈呈いた

だいた） 

 

（参考）居住研究所の視察 

対応相手：居住研究所所長ほか 

- Dr. Ir. ANITA FIRMANTI, MT, Director, R&D Center for Settlement, ARD, MPW 居住

研究所長ほか 

・研究開発総局との会合において、多様性と研究開発との調和などの議論の中で、総局長

のヘンドリアント氏より、是非、居住研究所も視察いただきたい旨の話があり、急遽、同

研究所を視察し、実験施設や研究方針などの説明を受けた。 

・研究開発総局の下部組織であるが、他の研究所同様、本省の担当局との一体的な活動を

行っていること、具体には空間総局の領域の研究も行っている。 

 

（５）Tanjun Priok Access Road の現地視察（写真-7、8、9、10） 

 ジャカルタの環状道路の整備をＰＰＰで進める上記のプロジェクトを視察した。インド

ネシアは 1978 年に最初の有料道路が整備され、現在約 700ｋｍの高速道路をもつが、採算

の問題等から、本プロジェクトは初めて、ヨウカン切りで公共事業が一部入っていること、

またその区間も含めて管理をコンセッションで行うことなどが特徴的である。 

 労務単価は、日本円で１日約 100 円程度とのこと。ちなみに中央省庁課長は月額約２万

円（ただし、種々の手当等で２倍程度になるとのこと）。視察の最中に写真のとおり、後

方の確認不足で場内の看板が大破（写真-7、8）。インドネシアの工程管理、安全面などの

難しさを目の当たりにした。 

 ジャワ島は、いわゆるラダー構造で高速ネットを計画しており、開発の進む北側海岸（日

本で云えば、太平洋側？）の高速道路整備を進めたいとの意向で、そのためにもプール制

のような先発の高速の益を吸収するファンドを立ち上げたいとのことであった（財務当局

と公共事業省の間での綱引きがあるとのこと）。 
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         写真-7                 写真-8 

 

         写真-9                 写真-10 
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                  写真-11 

 

※ 写真-7：Tanjun Priok Access Road の工事（群杭の施工）の状況 

※ 写真-8：視察中に場内の移動で看板を大破の様子 

※ 写真-9：土質はラテライト 

※ 写真-10：作業員８人ごと１人（黄色のヘルメット）の世話役 

      国内では考えられないが写真左側の崩れを木柱のみで仮止め 

※ 写真-11：Tanjun Priok Access Road プロジェクト全体概要 

※ 道路交通関係データ（会合での聞き取り等） 

    ①Toll･Road の延長 

     ・Operation 688km(内、Jasa Marga 529km、Private Sector 158km)  

          ・Concession Agreement Signed  802km 

     ・Concession Agreement Preparation 169km  

     ・Tender Preparation 475km 

    ②Toll･Road の料金 ５円～７円/km 程度 
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    ③Toll･Road の建設コスト 

 850Rp.B(10 億円/km 程度) 

 ④自動車保有台数 約 750 万台 

内、半数がジャカルタでの保有、この他にバイク約 2,500 万台 

    ⑤交通事故死者数 １２千人、２４千人、３６千人の３つの数字   

    （２４千名は保険会社のクレームデータであり３６千人が実際？） 

 

（その他） 

 今回、ジャカルタ市から研究所のあるバンドン市まで、大使館に車の手配の便宜供与を

受けることができたのは幸いであった。この間の高速道路は 2005 年に約１年の突貫工事で

行ったとのことで、まだ５年弱しか経過していないにもかかわらず、舗装の状態は極めて

悪く、日本で云えば、舗装の悪い県道を 120ｋｍ程度で走行するような感じであった。雨期

にもかかわらず工事を強行したため、各所で Slide が発生したとのことであった。橋梁横

断部も衝撃が激しく、踏みかけ板が入っていない？場合もあるようであった。 

 またジャカルタ市内の道路交通状況で特徴的なのは、多くの交差点が右折禁止になって

いることがある。ただ、左折してＵターンしている車も見られたので、右折車線をつくる

などのオーソドックスな対策の方が無用の台キロの発生を抑制できるようにも感じた。交

通マナーはまだまだであり、Hard-Shoulder（路肩）を平気で走行している、というより、

１車線と認識しているに近く、ジャカルタ・バンドン間の 140km の間に、３台も路肩から

転倒している車がいたのには驚いた。ジャカルタ市内も同様。当方が赴任経験のあるイン

グランド（英国道路庁 HA）では Active Management と称して、渋滞時に正式に Hard-Shoulder

を通行させているが、こちらの場合は違法。 

 事前に英字新聞の記事で、Jockey という職業？が発生しているとの記事を読んでいたの

で、注意深く、車中から見ていると、赤ちゃんを抱いた母親らしき人が２本の指を立てて、

ヒッチハイクのような仕草をしているのを発見した。道路・橋梁研究所で聞くとやはり、

それは Jockey とのことで、ビジネスタイムに市内に入る車両は３人載らなければ追加料金

となるとのことであった。 

 

 以上、現地でないと発見できないこと、感じ取れないことも含め、今回の会合は極めて

有意義であった。研究開発総局長、道路総局長、各研究所長とも直接情報交換できたこと

や、彼ら関係者が新たな関係つくりに前向きなことを確認できたことは今後の国際研究の

推進にとって大きな成果となった。今回、予想を大きく上回る対応をしていただけたのは、

対等な立場で協力関係を作り上げていきたいという、こちらからの提案が今回初めてのこ

とであったこととも無縁ではないと思われる。支援する側、される側を超えた関係づくり

こそ、アジア各国との間で進められるべきとの感を強くした。 
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（以下、当日資料の抜粋） 

 

Mission of This Meeting;  

 

1. About us; 

NILIM - National Institute of land and Infrastructure Management, a technical 

branch of the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism in Japan 

 

2. Mission of this meeting; 

1) Pre-research for the 18th Asian Conference of Public Works Research and 

Development – Roads and Vital regions (draft theme), which will be held 

in Japan this autumn under the collaboration between Japan International 

and Corporation Agency(JICA) and NILIM, in order to be as fruitful as 

possible. 

2) Find out the actual needs for the roads of Indonesia in the scope of 

international research cooperation between Japan and Indonesia. 

 

3. When the needs for research cooperation in respect of the roads are identified, 

we will try to consider the possibility of the research cooperation and 

technical information exchanges between the related research organization in 

Indonesia and us. 

 

 (Meeting contents) 

   i) Presentation from NILIM (Research scheme, Budget, Evaluation system….) 

       ii) Answer/Presentation from Indonesia 

       iii) Questions & Discussions 

 

(AppendixⅠ）Questionnaire for Research and Development Agency, Director General 

of Highway, Research and Develop Center for Roads and Bridge, and 

Socio-Economic-Culture & Public’s Center   （中略） 

 

(AppendixⅡ）Questionnaire for Director General of Highway, Research and Develop 

Center for Roads and Bridge, regarding to the Priority of co-research between NILIM 

and Related Research Centre in INDONESIA  （中略） 
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Contents of This Meeting; 

 

1.  Presentation from Japanese side (NILIM)     (about 20 minutes) 

 

・Mission, Budget, Human-resources, Organization in NILIM 

・Strategic Project Research and Evaluation-system in NILIM  

・International Research Cooperation in NILIM 

   

 

2. Presentation from Indonesia /Answer to the Questionnaire  

 

  ・Answer referencing to AppendixⅠand/or AppendixⅡ 

・Others 

 

 

3.  Question and Discussion 
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ADDRESS 

 

Directorate General of Highways 

Jl. Pattimura No. 20 

Kebayoran Baru  

South Jakarta 12110、Tel: +62 21 7279 7849 

Agency for Research and Development  

Jl. Pattimura No. 20 

Kebayoran Baru  

South Jakarta 12110、Tel: +62 21 724 5083   

Research and Development Center for Social Culture, Economic, and Community 

Participation  

Jl. Sapta Taruna Raya No.26 

Ministry of Public Works Complex 

Pasar Minggu 

South Jakarta 12310、Tel: +62 21 751 1081    

Research and Development Center for Road and Bridges 

Jl. A.H. Nasution No. 264 

Bandung 40294 

West Java、Tel: +62 22 780 2251 

Research Institute for Human Settlments 

Jln. Panyaungan Cileunyi Wetan Kab. 

Bandung 40393 

West Java、Tel: +62 22 779 8393 
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Mission of This Meeting; 
 

1.About us; 
NILIM - National Institute of land and Infrastructure Management, a technical 
branch of the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism in Japan 
 
2.Mission of this meeting; 

1) Pre-research for the 18th Asian Conference of Public Works Research and 
Development – Roads and Vital regions (draft theme), which will be held in 
Japan this autumn under the collaboration between Japan International and 
Corporation Agency(JICA) and NILIM, in order to be as fruitful as 
possible. 

2) Find out the actual needs for the roads of Indonesia in the scope of 
international research cooperation between Japan and Indonesia. 

 
3.When the needs for research cooperation in respect of the roads are identified, we 
will try to consider the possibility of the research cooperation and technical 
information exchanges between the related research organization in Indonesia and 
us. 
 

 (Meeting contents) 
    i) Presentation from NILIM (Research scheme, Budget, Evaluation system….) 

       ii) Answer/Presentation from Indonesia 
       iii) Questions & Discussions 

 
(AppendixⅠ）Questionnaire for Research and Development Agency, Director General 

of Highway, Research and Develop Center for Roads and Bridge, and 
Socio-Economic-Culture & Public’s Center   

 
(AppendixⅡ）Questionnaire for Director General of Highway, Research and Develop 

Center for Roads and Bridge, regarding to the Priority of co-research between 
NILIM and Related Research Centre in INDONESIA 
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Contents of This Meeting; 
 
 

1.  Presentation from Japanese side (NILIM)     (about 20 minutes) 
 
・Mission, Budget, Human-resources, Organization in NILIM 
・Strategic Project Research and Evaluation-system in NILIM  
・International Research Cooperation in NILIM 

   
 
2.  Presentation from Indonesia /Answer to the Questionnaire  
 
  ・Answer referencing to AppendixⅠand/or AppendixⅡ 
・Others 
 
 

3.  Question and Discussion 
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＜Appendix Ⅰ＞ 
 

Questionnaire 
 
Objective of this pre-research for “the meeting”; 

The objective of this study is to collect the information on the research management 
of the related research institutes in INDONESIA , with a view to clarifying the overall 
research direction of the institute, the grand challenge of the research project to which 
the institute as a whole address, and the individual research themes as to how they 
manage, plan, implement them and how they publish the results. This survey is 
consisted of the following: 

1. Organization, staffing, and funding of the research institute 
2. Research management system 
3. Individual research management cases 

(research needs, Plan-Do-See-Check cycle, result…) 
 
1. Organization, staffing, and funding of the research institute 

Ⅰ. Staffing and employment 
- Please describe the procedures for staff employment. 
- Please indicate whether or not there is staff exchange with 

Universities and other research institutes. 
Ⅱ. Management and allocation of research budget and its criteria 

- Please describe the procedures and criteria for allocating 
research budget to each research unit, research theme, or 
researcher. 

- Please explain how the allocated budget is used (proportion of 
labor cost, in-house facility improvement cost, and outsourcing 
cost, etc.). 

Ⅲ. Establishment and dissolution of the research unit (laboratory, team...) 
- Please indicate whether establishment of the research unit 

comes first and then the research follows, or the research 
theme comes first and then establishment (and eventual 
dissolution) of the research unit follows. 

Ⅳ. Performance assessment of researchers 
- Please indicate whether or not performance assessment of 

researchers is implemented.  
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- If implemented, please describe the criteria and weighting 
factor of the assessment.  

 
2. Research management system 

Ⅰ. Determination of the overall research policy 
- Please describe the procedures to determine the overall 

research policy of the institute and whether or not there is any 
involvement of an advisory committee or alike. 

- Please describe the procedures to prepare a strategic plan etc. 
which explains the overall research policy. 

 
 
Ⅱ. Determination of the research themes (i.e. planning method)  

- Please describe the procedures to identify research needs and 
to determine research themes; for instance, whether or not 
researchers opinions and/or requests from superior institutes 
are taken into consideration, or if the public is consulted. 

 
Ⅲ. Methods to evaluate and publicize the research results 

- Please describe the procedures to evaluate the research results. 
- Please describe the procedures to publicize and disseminate the 

research results. 
- Please indicate how much effect is gained by the publication 

and whether or not assessment of such effect is implemented.  
 

3. Individual research management cases 
Ⅰ. Flow of procedures of an actual research project 

- By way of example, please describe an actual research project 
along the course from planning to research reporting. 

 
Reference materials related to above matters would be appreciated. If possible, please 
give a description of the system with its advantages and disadvantages, current issues 
and so on.  
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＜Appendix Ⅱ＞ 
 

Questionnaire 
 
Objective of this sheet for “the meeting”; 

 
The objective of this sheet is to collect the information on the priority for co-research 

needs in the area of roads and related administrations in INDONESIA. 
With a view to clarifying the overall research needs, it should be delivered to try to 

research the possibility of co-research between NILIM and the related Research Centre 
in INDONESIA gov. , for example ,at the opportunity of the 18th Asian Conference for 
Public works research and development which will be held in JAPAN this autumn under 
the cooperation between NILIM and JICA. 

 
Which sort of needs bellows do you have a highest priority in the area of roads and 

related administrations in your country? 
 

Q1.  Please check top-three priorities；  
(1) Actual New Public Management for roads administrations 
(2) New services in the field of toll roads and traffic information 
(3) Cost-reduction methods in roads construction and related procurement 
(4) Global warning challenge in roads and networks 
(5) Roads Planning to improve the town amenity 
(6) Asset management technology for roads 
(7) Flexible technical standards for best roads in each region 
(8) Prevention and mitigation for natural disasters in roads 
(9) Others 

 
Q2.  Why did you select them for the top-three priorities in Q1 ? 
  Reasons; 
  （                                               ） 
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2.2. 研究協力の覚書締結について 

 

RDCRB との覚書の締結は第 18 回アジア所長会議開催時に行なった。本会議には RDCRB 所

長の Agus Bali SAILENDRA 氏が参加して、西川所長とともに覚書に調印を行なった。 

覚書の記者発表資料及びの全文を掲載する。 
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2.2.1. 覚書締結の内容について（記者発表資料） 

国土技術政策総合研究所とインドネシア国公共事業省道路・橋梁研究所の 

研究協力に関する覚書の締結について 

 

国土交通省国土技術政策総合研究所（以下、NILIM という。）は、11 月 10 日から 13 日に

かけて開催した「第 18 回アジア地域国土整備関係研究所長等会議」において、インドネシ

ア国公共事業省道路・橋梁研究所(Research and Development Center for Roads and Bridges, 

Research and Development Agency, Ministry of Public Works, Indonesia)（以下、RDCRB

という。）との研究協力に関する覚書を締結しました。 

 

＜覚書締結の概要＞ 

締結日：平成 21 年 11 月 11 日（水） 

場 所：国土交通省国土技術政策総合研究所 

署名者：国土交通省国土技術政策総合研究所 

所長  西川 和廣 

公共事業省道路・橋梁研究所 

所長  Agus Bari SAILENDRA 

 

＜研究協力の目的＞ 

（１）RDCRB と NILIM の研究協力関係の促進及び保持 

（２）道路の制度システム、建設、維持運営の分野における情報交換の実施及び促進 

 

＜交流活動の実施＞ 

（１）会議、出版物等を通じた技術情報の交換 

（２）RDCRB と NILIM の職員の可能な範囲での研修交流等 

 

＜本覚書の意義と今後の展開について＞ 

近年、アジア各国においては、効率的な物流の確立、都市における道路建設と環境の調

和が必要とされています。また、道路や橋梁の建設及び維持管理に関する新たな取り組み

も進みつつあり、このような諸システムについての最近の状況について国際的に情報交換

を行うことは大変有益なことです。 

そこで RDCRB と NILIM は、「第 18 回アジア地域国土整備関係研究所長等会議」において

これらの課題について幅広く議論を行い、今後の相互利益のために引き続き討議し緊密な

関係を保つことで一致したものです。 

今後は、本覚書の締結に基づき、当所とアジア地域との連携強化や国際的な人的ネット

ワーク形成の観点から、共同で技術セミナーを開催するなど両研究所の継続的な研究情報

の交換や研究者の交流等を積極的に行い、アジア地域の成長を技術面からサポートしてい

く予定です。 

覚書締結式の写真 
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2.2.2. 覚書（サイン入り） 
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2.3. 第１回ワークショップの開催について 

 

第１回共同ワークショップは平成 22 年 3 月 1 日～3 日まで RDCRB 所内（バンドン市内）

において開催された。 
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2.3.1. プログラム 

 

JOINT WORKSHOP (IRE and NILIM&PWRI) AGENDA 
Bandung-Indonesia, February 28 to March 4, 2010 

 
01 March 2010 
09.00 – 12.00 Courtesy Call to DG of  The Agency  for Research and Development and 

DG of Highways. RSVP: Mulya ( +62 818 135 1390) 

16.00 Arrive at Hotel Novotel, Jl. Cihampelas Bandung 

19.00 – 21.00 Dinner with Head of RDCRB (IRE) and selected Staff (Hosted by IRE); 

Location: Sindang Reret Restaurant, Jalan Surapati 35 Bandung;  

RSVP: Hindun Hasanah (+62 817 929 0002) 

 
02 March 2010   Roads and Bridges Workshop 
Opening Ceremony 
08.30 – 09.00 Registration 

09.00 – 09.15 Welcoming Address by DG The Agency for Research and Development 

MPW (DR. Ir. Moch. Amron,MSc) 

09.15 – 09.30 Opening Speech by Vice Ministry of Public Works (DR. Ir.  Hermanto 

Dardak, MSc) 

09.30 – 09.45 Message from DG of NILIM on behalf of Japanese side 

09.45 – 09.50 Souvenier Exchanges between  

-IRE and NILIM  

-IRE and PWRI 

 
Presentation      (General Session) 
09.50 – 10.05 Research Strategy of NILIM and PWRI including International 

Collaboration for Infrastructure Policy and Technology in Asia 

(Mr. Akira TERAKAWA, Executive Director of NILIM) 

10.05 – 10.20 The Direction of Highways and Transportation Research of Indonesia  

(Ir. Agus Bari Sailendra, M. Sc, Director of IRE) 

10.20 – 10.30 Q&A Discussions 

 
10.30 – 10.45      Coffee Break 
 

108



Presentation      (Technical Session) 
Section I Pavement (Room A); 
Moderator: DR. Ir. Sjahdanulirwan, M. Sc-IRE 
10.45 – 11.05 Pavement Strategy in Japan(Mr. Kubo, MSc – PWRI) 

11.05 – 11.25 Indonesian Pavement Research Strategy (DR. Ir. Furqon Affandi, M. 

Sc-IRE) 

11.25 – 11.45 Pavement Condition on Post Disaster (Ir. Nyoman Suaryana, M. Sc-IRE) 

11.45 – 12.05 Utilisation of Buton Natural Asphalt, Problem and Solution (Ir. Nono 

Sunaryono, M. EngSc / Ir. Kurniadjie, M.Sc-IRE) 

 
Section II Disaster and Bridges (Room E); 
Moderator: DR. Ir. Maulidya I Junica, M. Sc-IRE 
Presentation  
10.45 – 11.05 Prioritization of Bridge – Works in Network  

(Mr. Nakao,MSc – NILIM) 

11.05 – 11.25 Seismic Design and Seismic Retrofit for Highway Bridges in Japan  

(Dr. Zhang -PWRI) 

11.25 – 11.45 Report on Bridges Infrastructure Investigation on Post Disaster  

(Nandang Syamsudin-IRE) 

11.45 – 12.05 The Need and Development for Bridges Srengthening Technology in 

Indonesia (Redrik Irawan-IRE) 

 
Section III Traffic and Technology (Room C); 
Moderator: 
Presentation 

DR. Ir. Hikmat Iskandar, M. Sc 

10.45 – 11.05 Local ITS Strategy (Mr. Hamada, M. Sc – NILIM) 

11.05 – 11.25 Maintenance System of Toll-roads including against Overload (Dr. Konishi) 

11.25 – 11.45 Strategy on ITS Development in Indonesia (Ir. Pantja Dharma Oetojo, M. 

Appl. Sc-IRE) 

11.45 – 12.05 The Policy and Evaluation of Electronic Toll Collection System Application 

in Indonesia (DR. Ir. Rudy Hermawan Karsaman, M. Sc-Indonesia Tollroad 

Authority; ITA) 

 
12.05 – 13.00      Lunch Break  
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Discussion 
13.00 – 15.30 Section I/Pavement ( Room A ) 
 Section II/Bridges ( Room E ) 
 Section III/Traffic ( Room C ) 
 
15.30 – 15.45       Coffee Break 
 
Plenary 
15.45 – 16.00 Conclusion and Recommendation ( Room A ) 
 
 
Moderator Ir. IGW Samsi Gunarta, M.Appl. Sc, Head of Division / Program 

and Cooperation-IRE 
 Mr. Hiroaki Teramoto, M Sc, Divisional Director / International 

Affairs and Promotion-NILIM 
16.00 – 16.15 Closing by Ir. Agus bari Silendra, Director of RDCRB (IRE). 
 
19.00 – Dinner hosted by NILIM/PWRI at the Valley Restaurant, Jalan 

Pakar Timur no 28, Dago-pakar, attended by NILIM-PWRI 
delegations, VIP of ARD, IRE/ITA presents, moderators, and 
contact person for Research Collaboration (estimated 17 people) 

 
03 March 2010   Wrap Up Meeting and Program Development 
09.00 – 11.00 Meeting on Joint Research Program Development; the program 

will be compiled on the basis of workshops recommendation 
(Pavement/Bridge/Traffic&Technology) 
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(Members of Japan side) 
 
Mr.Terakawa,MSc 
(Execuctive Director for research affairs, No2 of Civil Engineering of NILIM) 
 
Mr.Teramoto,MSc 
(Divisional Director of International Affairs and Promotion,NILIM) 
 
Mr.Matsushita 
(Researcher of Evaluation Division,NILIM) 
 
Mr.Hamada,MSc 
(Research Coodinater of Advanced Information Technology,NILIM) 
 
Mr.Nakao,MSc 
(Seneir Researcher of Earthquake prevention Divission,NILIM) 
 
Dr.Zhang 
(Rsearcher of Bridge and Structure Technology Research Group,PWRI) 
 
Mr.Kubo,MSc 
(Leader of Pavement Team,PWRI) 
 
Dr.Konishi 
(Head of Technology and Development for Steel Strucure,Technology Center of 
Metropolitan Expressway) 
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2.3.2. 所長の挨拶文 

開催当日、寺川研究総務官が代読を行なった。 
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2.3.3. 記者発表資料 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ２ 年 ２ 月 ２ ５ 日 

国土交通省国土技術政策総合研究所 

独 立 行 政 法 人 土 木 研 究 所

 

インドネシア公共事業省道路橋梁研究所との共同ワークショップ開催について 

 

国土技術政策総合研究所及び土木研究所は、平成 22 年 3 月 1 日から 3 月 3 日までの 3

日間の日程で、インドネシア公共事業省道路橋梁研究所と道路及び橋梁に関する共同ワーク

ショップを開催することとなりましたので、お知らせします。 

 

≪開催の経緯と概要≫ 

 

国土技術政策総合研究所は、昨年１１月につくばで開催した「アジア地域国土整備関係研

究所長等会議」において、インドネシア公共事業省道路橋梁研究所との間で道路や橋梁の建

設及び維持管理の新たな取組等に関する研究協力の覚書を締結しました。 

この度、この覚書に基づく活動の一環として、国土技術政策総合研究所及び土木研究所で

は、インドネシア公共事業省道路橋梁研究所と下記のとおり共同ワークショップを開催するこ

ととなりました。この共同ワークショップでは、舗装関係・橋梁関係・道路交通関係のセッション

に分かれて，それぞれの研究所からの研究発表と討議等を行います。 

 

記 

 
1． 開 催 日：  平成 22 年 3 月 1 日（月）～3 日（水） 

2． 場 所：  インドネシア国バンドン市 

3． 内 容：  セッションⅠ 舗装関係（日本とインドネシア両国の舗装戦略等） 

セッションⅡ 橋梁関係（耐震基準と補強、保全戦略その他の対応策） 

            セッションⅢ 道路交通関係（地方におけるＩＴＳ等） 

 

資料配付の場所 

１．国土交通記者会 

２．国土交通省建設専門紙記者会 

３．国土交通省交通運輸記者会 

４．筑波研究学園都市記者会 

平成２２年２月２５日 同時配付 
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平 成 ２ ２ 年 ３ 月 ５ 日

国土交通省国土技術政策総合研究所

独 立 行 政 法 人 土 木 研 究 所

インドネシア公共事業省道路橋梁研究所との共同ワークショップの結果概要について 

 

このたび、国土技術政策総合研究所及び土木研究所がインドネシア公共事業省道路橋梁

研究所と開催した共同ワークショップ（平成２２年３月１日から３月３日までインドネシア国バン

ドン市内の道路橋梁研究所で開催）の結果概要について、お知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本共同ワークショップでは、インドネシア公共事業省Hermanto Dardak副大臣をはじめインド

ネシア政府関係者及びバンドン大学関係者を含む約２００人の研究者の方々が参加されまし

た。共同ワークショップの結果概要につきましては、次のとおりです。 

 

セッション１（舗装関係） 

日本の舗装の保全戦略、インドネシア現地材料によるＢＵＴＯＮ舗装等について発表、討議

が行われ、今後、ＢＵＴＯＮ舗装の改良と活用等について研究所間での情報交換と協力を進

めることを確認しました。 

 

セッション２（橋梁関係） 

わが国の耐震技術体系、インドネシアの地震後の橋梁被災状況等について発表、討議が

行われ、地震後のリスク管理や耐震設計・補強等に両国とも関心が高く本分野での情報交換

等を進めることを確認しました。 

 

セッション３（道路交通関係） 

わが国の地域 ITS 戦略や構造物の劣化データの取得の役割、インドネシアにおける有料道

路政策等について発表、討議が行われ、交通の管理と監視の技術分野に関する情報交換等

を進めることを確認しました。 

 

※ BUTON 舗装 … インドネシアで産出される廉価な天然アスファルト材料 

資料配付の場所 

１．国土交通記者会 

２．国土交通省建設専門紙記者会 

３．国土交通省交通運輸記者会 

４．筑波研究学園都市記者会 

平成２２年３月５日 同時配付 
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公共事業省のホームページに、共同ワークショップ開催の記事が掲載された。 
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2.3.4. 海外出張調書 

海外出張調書 

 

出 張 者：研究総務官  寺川 陽 

企画部国際研究推進室 室長  寺元博昭 

企画部国際研究推進室 研究員  松下智祥 

高度情報化研究センター 情報研究官  濱田俊一 

危機管理技術研究センター地震防災研究室  主任研究官 中尾吉宏 

 

出 張 件 名：国際研究連携推進のための専門家会合 

(昨年締結した RDCRB との研究協力覚書に基づく共同セミナー開催の主催・

出席) 

 

出 張 先：インドネシア国 ジャカルタ市、バンドン市、ジョグジャカルタ市 

 

出 張 期 間： 

平成 22 年 2 月 28 日～平成 22 年 3 月 4日 （5日間）（寺川、中尾） 

平成 22 年 2 月 28 日～平成 22 年 3 月 5日 （6日間）（寺元、松下、濱田） 

 

出張の目的： 

インドネシア国の公共事業省研究総局 Agency for Research and Development, Ministry 

of Public Works、同道路総局 Directorate of Highways, MPW、同道路橋梁研究所(RDCRB)R&D 

Center for Road and Bridges, ARD, MPW の研究担当幹部及び実務担当専門家と、両国にお

ける国土整備関係の共同研究テーマの発掘や研究支援、特に舗装、ITS、耐震関係の研究分

野の現状と課題、並びに今後の方向性について、両国の研究成果を発表し討論を行うため

開催する別紙の共同ワークショップ会合「Joint-Workshop In Bandung（RDCRB/NILIM/PWRI

共催）」に出席するものである。 

また、第１７回アジア地域国土整備関係研究所長等会議（以下、アジア所長会議という。）

及び昨年の国際研究推進のための専門家会合（H21.5）、並びに第１８回同会議開催を契機

として「昨年 11 月に当研究所 NILIM とインドネシアの研究所 RDCRB とが締結した研究協力

の覚書」を実行する具体的な共同事業として取り組むものであり、また本年 10 月～11 月に

開催を計画されている「アジア太平洋道路関係共同セミナー(仮称 Next-Plan)」のプレ開催

と必要な調整を意図するものである。 

 

出張内容及び成果： 

わが国からは、国総研が取り組むプロジェクト研究の概要（予算や研究評価の枠組み等）

や道路関係の研究の具体について発表を行なった。インドネシア国からは、研究の重点事

項や課題、わが国への技術支援ニーズ等について発表いただいた。ワークショップは、別
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紙のとおり、全体会議とテーマ毎のセッションに分けて実施し、関連研究分野における連

携のあり方とアジア・太平洋地域における両国の連携の下でのイニシアティブ発揮につい

ての意見交換を公共事業省の幹部等と行ない、また国土整備と環境との調和等に関する視

察を合わせて行なった。 

本出張の成果としては、科学技術基本計画及び国土交通省技術基本計画においても「ア

ジアとの研究協力の強化」が必要とされていることから、国総研において、アジア地域国

土整備関係研究所長等会議を開催するなど、国際的な技術協力の推進のための土台になる

ものと考える。なお、本会合において上記の情報交換や方策等の討議行うことは、今後の

研究活動におけるアジアの連携強化に資するものであると考える。 

 

以下に、本出張の詳細について述べる。 

＜3月 1日（月）＞ 

○インドネシア共和国公共事業省(The Agency for Research and Development and, Ministry 

of Public Works)表敬訪問 

・対応相手：公共事業省研究開発総局長 DR.Ir. Moch. Amron 氏 

RDCRB 所長 DR.Ir. Agus Bali Sailendra 氏 

RDCRB 研究員５名 

 

訪問先では、研究開発総局長 DR.Ir. Moch. Amron 氏を交えて、３研究機関の共同ワー

クショップ開催への経緯や目的等、今後の研究協力について再確認を行なった。また、

研究開発総局長からは昨年の JICA を通じて DR.Ir. Agus Bali Sailendra 氏がアジア所

長会議に参加し、国総研及び土研の研究内容及び現地視察が行なえたことに対して御礼

の言葉をいただいた。 

今後の両国の関係についても話し合い、研究開発総局長も今回のワークショップをき

っかけに、より RDCRB が国総研及び土研と親密な関係になることを望まれていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 写真-2 
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※ 写真-1：公共事業省入口 

※ 写真-2：表敬訪問時の様子 

※ 写真-3：記念品贈呈（左:寺川研究総務官、右: Mr. Moch Amron 研究開発総局長） 

※ 写真-4：日本側訪問団集合写真（公共事業省前にて） 

 

＜3 月 2日（火）＞ 

○日本・インドネシア共同ワークショップ開催 

【RDCRB 内(Jalan Raya Timur(AH Nasution 264)Ujungberung-Bandung)にて】 

(1)Registration 

開会式直前に、公共事業省副大臣 DR.Ir.Hermanto Dardak 氏と面会を行なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 写真-5：Registration 風景（中央：DR.Ir.Hermanto Dardak 公共事業省副大臣） 

※ 写真-6：Registration 風景 

写真-3 写真-4 

写真-5 写真-6 
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(2)開会式 

・DR.Ir.Hermanto Dardak 公共事業省副大臣、DR.Ir.Moch. Amron 研究開発総局長、寺川研

究総務官より開会の挨拶を述べた。 

・国総研及び土研から RDCRB への記念品を贈呈した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 

写真-8 

写真-9 写真-10 
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※ 写真-7：開会の挨拶（インドネシア）、西川所長のメッセージ紹介（日本） 

※ 写真-8：ワークショップ会場の風景（左：受付、右：会場、おおよそ 200 名の参加

者） 

※ 写真-9：DR.Ir. Agus Bali Sailendra 所長に記念品を贈呈する寺川総務官 

※ 写真-10：地元のテレビ取材を受ける寺川総務官と DR.Ir.Hermanto Dardak 公共事

業省副大臣 

※ 写真-11：共同ワークショップ集合写真 

 

(3)General Session 

まず初めに、日本側は寺川研究総務官より、国総研と土研についての説明を行なった（研

究所の組織体制や現在のプロジェクト研究、研究協力の体制について）。また、インドネシ

ア側からは RDCRB の Mr. I GW SAMSI GUNARTA 氏より、RDCRB の組織、現在の研究内容及び

インドネシア国内の道路整備状況についての説明を受けた。 

両研究機関の説明を受けて、互いの研究組織体制や両国の研究内容を把握できたことは、

今後の研究協力体制の強化につなげるために重要なことであり、Minutes の取りまとめに反

映させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 写真-12：General Session（左：寺川研究総務官、右：Mr. I GW SAMSI GUNARTA 氏） 

 

写真-11 

写真-12 
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(4)Technical Session 

Technical Session は 3 分野に分かれて行なわれた。SessionⅠでは舗装関係を、Session

Ⅱでは橋梁関係（耐震を含む）を、SessionⅢでは道路・交通関係（ITS を含む）にそれぞ

れ分かれ発表と討議を行なった（表-1）。 

 

表-1 各セッションの内容 

No. Session 内容 

Ⅰ 舗装関係 
日本の舗装の保全戦略、インドネシア現地材料によるＢＵＴＯＮ舗装等につい

て発表、討議が行われ、今後、ＢＵＴＯＮ舗装の改良と活用等について研究所

間での情報交換と協力を進める。 

Ⅱ 橋梁関係 
わが国の耐震技術体系、インドネシアの地震後の橋梁被災状況等について発表、

討議が行われ、地震後のリスク管理や耐震設計・補強等に両国とも関心が高く

本分野での情報交換等を進める。 

Ⅲ 道路交通関係

わが国の地域 ITS 戦略や構造物の劣化データの取得の役割、インドネシアにお

ける有料道路政策等について発表、討議が行われ、交通の管理と監視の技術分

野に関する情報交換等を進める。 

  

【SessionⅠ】 

SessionⅠでは、土研の久保舗装チーム上席研究員が発

表を行なった。久保上席は、「日本における舗装技術につ

いて」と題し、現況の舗装整備率や管理手法のあり方及び

維持管理に関する技術を中心に発表を行なった。RDCRB か

らは３名の発表が行なわれた（写真-13）。 

本セッションを通じて、インドネシア側は以下の点につ

いて問題点や関心を抱いていた。 

①舗装メンテナンス技術に対する関心が高い 

②Buton Natural Asphalt の有効利用のあり方 

③効率的な舗装整備の研究 

※ 写真-13：SessionⅠ（発表中の久保上席） 

 

【SessionⅡ】 

SessionⅡでは、中尾地震防災研究室主任研究官と土研

の張橋梁構造研究グループ研究員が発表を行なった。中尾

主研は、地震災害に伴う評価法や耐震補強プロジェクトの

概要等の説明を行ない、インドネシア側がかかえる問題点

等を話し合うきっかけを作り、盛んな議論が行なわれた。

張研究員からは、現行の耐震設計基準の設計地震動や耐震

性能の設計における考え方、橋脚の耐震補強工法及び落橋

写真-13 
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防止システムについて説明した。 

本セッションを通じて、インドネシア側は以下の点につ

いて問題点や関心を抱いていた。 

①橋梁の耐震設計基準改定に関する問題 

②橋梁被害の原因についての問題 

③長大橋に対する関心が高い 

 

 

 

※ 写真-14：SessionⅡ（発表中の中尾主研(上段)と張任期付研究員(下段)） 

 

【SessionⅢ】 

SessionⅢでは、濱田高度情報化研究センター情報研究官

と（財）首都高速道路技術センターの小西氏が発表を行な

った。濱田情報研究官は、現在の日本の ITS 技術の紹介及

び高知県における実証実験の概要についての発表を行ない、

RDCRB研究者から大きな関心を集めた。また小西氏からは、

道路橋のメンテナンス手法の紹介や損傷（クラック・変位・

振動等）におけるモニタリング技術の説明、取得データの

解析手法についての説明を行なった。ITS技術においては、

RDCRB 研究者内でも関心は高く、現在のインドネシア国内

の道路状況を踏まえても重要視されている研究分野である

と感じた。 

本セッションを通じて、インドネシア側は以下の点につ

いて問題点や関心を抱いていた。 

①ローカル ITS の導入に対して関心が高い 

②交通安全及び過密交通の解消策について 

※ 写真 15：SessionⅢ（発表中の濱田情報研究官(上

段)と小西氏(下段)） 

 

(5)Discussion 

各セッション終了後、司会進行役からセッション発表内容及び議事内容を報告し合い、

共同ワークセッションは無事に終了した。今回、セッションを３つもうけたことで、先方

との研究官同士のパイプがより太いものとなった。この会議の成果を日本側から「３本の

矢」の話（１本だと簡単におれるが３本になると丈夫になるとの、毛利元就の言葉）を結

びで紹介したところ、インドネシアにも糸をいっぱい集めれば大きな木になるとの話があ

るとの紹介があり、文化的な近しさも感じられ、会議は成功裏に終了した。 

 

 

写真-14 

写真-15 
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※ 写真-16：Discussion の司会進行役を務める寺元室長 

※ 写真-17：セッションの報告を行なう久保上席研究員 

※ 写真-18：ワークショップ終了後、日本側訪問団全員に記念品を贈るアグス所長 

 

＜3 月 3日（水）＞ 

○Meeting in Joint Research Program Development 

３日は、昨日の共同ワークショップの全体の取りまとめ作業、今後の研究連携に関する

協議及び次回の共同セミナー開催における事項についての討議を行なった。事前にＭＩＮ

ＵＴＥＳ（議事録）について調整していたが、実際、まとめるとなると細部に渡り双方か

ら意見が出て大変であったが、何とかまとめ上げることができ、参加者のサインを行った。

言いっぱなしになりがちな国際会議もあるが、今回、覚書をさらに具体化する MINUTES を

整理できたので、次回以降、さらに具体の研究や支援テーマの特定、現地での状況の確認

等に進んでいくことが可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 写真 19：討議風景 

 

そ の 他： 

○今後の展開について 

今後の展開としては、今回の共同ワークショップの内容を十二分に踏まえ、次回の共同

ワークショップ開催に向けての調整を行なう予定である。 

 

写真-16 写真-17 写真-18 

写真-19 
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2.3.5. Minutes of Session（サイン入り） 
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2.3.6. 当日の配布資料一式 
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2.4. 調査報告 

 

国総研は共同ワークショップ開催時に、研究ニーズの具体的な内容について把握のため

にアンケート調査を行ない、とりまとめを行なったので報告する。 
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調査報告 目次 

 

 

1．アンケートの作成 ....................................................................315 

1-1. インドネシアの研究ニーズを把握する質問の作成  

1-2. アンケートの内容  

 

2．アンケートの集計 ....................................................................318 

2-1. アンケートの集計結果  

2-2. アンケート結果の分析  

  

3．ＷＳのとりまとめ ....................................................................322 

3-1. 専門セッション1（舗装と道路）  

3-2. 専門セッション2（災害と橋梁）  

3-3. 専門セッション3（交通と技術）  

 

4．インドネシアの状況 ..................................................................326 

 

5．研究ニーズ ..........................................................................328 

5-1. 研究ニーズのとりまとめ  

5-2. 研究ニーズ  

 

6．まとめ ..............................................................................331 

 

概要 ..................................................................................332 

 

参考資料 ..............................................................................334 
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１．アンケートの作成 

 
１－１．インドネシアの研究ニーズを把握する質問の作成 
インドネシアの関係機関における舗装、橋梁、ITS 等、関連分野の研究ニーズを把握するための調査

方法として、3 月に開催した「INDONESIA /JAPAN-JOINTWORKSHOP in BANDUNG Held by RDCRB and 

NILIM/PWRI」においてアンケート調査を実施することとした。 
 アンケートは、次回の開催テーマに関して、現在関心を持っているテーマを選定していただく形式と

するともに、その中で特に重要と考えている２題について、その具体的な内容を求めることとした。 
 アンケートの作成にあたっては、舗装、橋梁、ITS に関する項目をいれることはもちろんであるが、

ＷＳが幅広の内容を対象としているため、それらを踏まえて質問には計画段階から、維持管理まで幅広

く 12の項目を設定することとした。 
作成したアンケートを次節に示す。 
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１－２．アンケートの内容 
 アンケートの質問部分について、実際に用いた英文を表－１に、参考として和文を表－２に示す。 
 

表－１ WSに用いたアンケート（英文） 

 
○ What sort of theme and issue would you like to cover in the next JOINT-WORKSHOPs ? 

When you hit upon some ideas, please check on the blanks( レ )  shown below. And, could 
you write down specific contents as much as possible. 
 
□Planning of Act and Regulation □Investment and Prioritization including Evaluation 
□Construction Technology for Road and Bridge (including earthquake resistant construction 
technology). 
□Maintenance and related issues □ITS (Intelligent Transport Systems) technology. 
□Execution and maintenance of the pavement（including high-performance pavement） 
□Capacity Building including Civil Engineering Judgment □Procurement Systems 
□Disaster Management □Safety in Road □Environment issues including Climate Change 
□Relevance between Economy and Road Projects □Others 
 
You can select upper-mentioned items as much as possible. Detailed description on your 
selected items one by one in the blank below will be highly appreciated. 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【Example】 
Selected Topic: Disaster Management 
Content : Due to the lack of information communication system between road users & road 
administration bodies especially in the mountain areas, in the east JAWA area, normally, it 
takes 3 days for initiation of road recovery works at site. It leads to great loss for regional 
economy and social activities etc. 

Selected Topic: 
Content :  

Selected Topic: 
Content : 
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表－２ WSに用いたアンケート（和文：参考） 

 
○次回のワークショップでどのようなテーマを扱ってもらいたいと思いますか？ご意見がある

場合は、下記の□にチェックを入れて頂くとともにできるだけ具体的にご意見の内容を記載し

てください。 
 
□実施計画と規制 □評価を含む、投資と優先順位 
□道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術 
□維持補修と関連した問題 □ITS（高度道路交通システム）技術 
□舗装の施工と維持補修（高機能舗装を含む） 
□土木技術における判断を含む能力開発 □調達システム 
□災害のマネージメント □道路の安全性 □気候変動を含む環境問題 
□経済と道路プロジェクトとの関連 □その他 
 
上記の項目は複数選択可能です。選択項目については、個々について下欄に具体的に記載いただけ

ますと幸いです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【例】 
選択項目: 災害管理 
内  容: 東部ジャワ地域の山間部で道路災害が発生した際に、道路管理者と道路利用者間のコ
ミュニケーションシステムが整備されていないため、通常の場合、復旧工事着手まで３日を要し、
地域の社会・経済活動に多大な損失を与えている、など。 

選択項目: 
内  容:  
 

選択項目: 
内  容:  
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２．アンケートの集計 
 アンケートは、ワークショップの参加者全員に配布し、19 人より回答をいただいた。アンケートの回

答結果を整理し、以下に示す。整理は、作成した質問も含めて、全ての設問とした。なお、回答のうち、

4 人はインドネシア語での回答であった。 
 回答原文は、参考資料として巻末に示す。また、各意見の丸付き数字は回答原文の番号を示している。 
 
２－１．アンケートの集計結果 
（１）ワークショップの評価 

表－３ ワークショップの評価の整理 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）最も興味深かったこと 
 １）特定の発表あるいはセッションを回答したもの 

・専門セッション 1(舗装と道路)の”Pavement Maintenance Strategy in Japan” と回答 1 名 
・専門セッション 2(災害と橋梁)の”The Need and Development for Bridges Strengthening 

Technology in Indonesia” と回答 1 名 
・専門セッション 3(交通と技術) と回答 2 名 
・専門セッション 3(交通と技術)の ITS と回答 1 名 
・専門セッション 3(交通と技術)の”Local ITS Strategy” と回答 3名 
・専門セッション 3(交通と技術)の”Role of structure condition data acquisition on bridge 

maintenance activities” と回答 2 名 
・専門セッション 3(交通と技術)の” Strategy on ITS Development in Indonesia” と回答 1名 

 
２）自由に回答いただいたもの 
①日本にはMCI（メインテナンス管理指数）というメンテナンス管理目標値がありますが、我々は、

その日本の指標を得ることが可能ですか。どのような方法で、例えばインターネットでダウンロ

ードできるのですか。 
②インドネシアにおける橋梁の構造の健全性、交通スマートシステムに関するモニタリングシステ

ムついて（ただし、実地についてはどうか？） 
④今回のワークショップはとても良かったです。しかし、国総研は多くのアスペクトを網羅するた

め、総合的に行う方がよいと考えます。各研究開発センターがこのようなワークショップに参加

できる機会を与えられたらさらに良かったと考えます。 
⑦基本的な ITS：・狭隘道路での運転サポートシステム 

5
(Excellent)

4 3 2
1

(Not Good)
合計

(1)全体セッション 4 10 3 0 0 17

(2)-1 専門セッション1
　　　　(舗装と道路)

2 3 1 0 0 6

(2)-2 専門セッション2
　　　　(災害と橋梁)

2 2 1 0 0 5

(2)-3 専門セッション3
　　　　(交通と技術)

2 9 0 0 0 11

(3) 専門セッションの討議 5 7 3 0 0 15
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               ・“バリアが無い停止地点”での安全サポートシステム 
⑬ITS は車両の動きと道路状況に充分な注意を払うべき  
⑮技術は進歩しているが、弱点と欠点も絶えずついて回るものである。人的資源はどうか？技術が

発展するにつれ雇用が失われる。最も大事なことは、運転者の運転態度である。 
⑲2003 年の地震時に確認された脱座席防御のために効果を発揮する多目的安全システム 

 
（３）次回のワークショップのテーマ 

表－４ 次回のワークショップのテーマの整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  注：「項目３の回答者数」は項目３で１項目以上選択した方をカウントした。 
    参加者には複数の専門セッション(TS)に参加した方やTS に参加しなかった方いるため、TS の

合計と全体の数は一致しない場合がある。 
 
 各項目に対する具体的な内容等のコメント 
 ａ）実施計画と規制 
 ⑬道路状態は運転時の安全性を決める要因となるので道路は充分に整備されるべきである。 

 
ｂ）評価を含む、投資と優先順位 

①質の高いプロジェクトにおける成果要因からみて、いろいろな異なる地域でのプロジェクトに

関する研究 
 
ｃ）道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術。 

⑲長大橋の設計及び建設技術、地震の断層の影響への抵抗(スンダ海峡)、耐風安定性の試験方法。 
 
ｄ）維持補修と関連した問題 

①補修の寿命、過負荷、使用される補修資材に関する研究 
⑲地震などの災害後の道路、橋梁ネットワークを迅速かつ効率的にリハビリするための復旧プロ

グラム 
 

全体 TSⅠ TSⅡ TSⅢ
アンケート回答者数 19 6 5 11
項目3の回答者数 12 3 3 7

・実施計画と規制 4 1 0 3
・評価を含む、投資と優先順位 2 1 0 1
・道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術 5 2 2 0
・維持補修と関連した問題 3 1 2 0
・ITS（高度道路交通システム）技術 7 3 1 4
・舗装の施工と維持補修（高機能舗装を含む） 1 1 0 0
・土木技術における判断を含む能力開発 3 1 2 0
・プロキュアメントシステム 1 0 0 1
・災害のマネージメント 2 1 1 0
・道路の安全性 7 1 0 5
・気候変動を含む環境問題 4 1 0 3
・経済と道路プロジェクトとの関連 3 1 0 2
・その他 1 0 0 1 ・都市部の道路

項目
人数

備考
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ｅ）ITS（高度道路交通システム）技術 
②国や県レベルの道路の交通システムのプログラム計画手法について. 
④道路開発者によってもたらされる交通渋滞や将来における課題。解決のためには技術を伴う新

たなアプローチを必要とするが、一方で利用者側の（課題解決ヘ向けた）アプローチも必要。 
⑧インドネシアに独特な状況に対して適切なITSを知るために良いワークショップの機会だった。 
⑮幾つかの箇所での交通混雑による問題を解決するために人的資源と共に進んだITSシステムの

導入が必要である。交通混雑は多くの問題を引き起こす原因となっている。現場での活動に着

手するよりもシステム確立を優先すべきである。良いシステム構築には時間を要すると思うが。 
 
ｆ）舗装の施工と維持補修（高機能舗装を含む） 
  コメント無し 
 
ｇ）土木技術における判断を含む能力開発 

コメント無し 
 
ｈ）調達システム 

コメント無し 
 
ｉ）プロキュアメントシステム 

コメント無し 
 

ｊ）災害のマネージメント 
コメント無し 

 
ｋ）道路の安全性 

⑨道路標識と利用者の間の管理システムの欠如(バイクを含むあらゆる種類の車両について) 
⑪幅が狭い道における通行者の発見。 
⑪夜に道を渡る通行者の発見。 
⑭インドネシアの道路における事故の最小化。 
⑮依然として無駄に命を落とす人々が大勢いる。この問題は早急に解決されるべきである。 

 
ｌ）気候変動を含む環境問題 

⑧道路事業における環境問題を支援するためにどのような努力を払うべきか？このワークショッ

プではエコな道（Green road）や排水システムなどの環境関連事項に対処するための詳細につ

いて知見を与えてくれるであろう。 
⑭環境面に基づいた交通手段の構築。 
 

ｍ）経済と道路プロジェクトとの関連 
コメント無し 
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ｎ）その他 
②道路利用者へ良いサービスを提供するための官側の課題（規則、道路の運営や道路利用者)如何

に管理を行うか？ 
 

２－２．アンケート結果の分析 
ここでは、２－１で集計したアンケート結果のうち、本業務に関係する、「次のワークショップのテー

マ」についてアンケート結果から分析する。 
「次のワークショップのテーマ」については、回答のあった 19 人の中で、12 人が項目を選択し、そ

の他を含んだ 13 項目に 43 の選択が行われた。その中で、最も多くの人から選択されたのが「ITS（高

度道路交通システム）技術」と「道路の安全性」であり、項目選択をした 12 人のうち、半数以上の 7
人により選択された。なお、既に検討テーマと決定している３件の選定数と順位は以下のとおりである。 
・舗装「舗装の施工と維持補修（高機能舗装を含む）」 1 人（11 位／12 件） 

 ・橋梁「道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術」 5 人（3位／12 件） 
 ・ITS「ITS（高度道路交通システム）技術」     7 人（1 位／12 件） 
  注：順位付けには「その他」は含んでいない。 
 また、上記を表－４に示すセッションごとの参加者に分けて整理すると、特徴的な点は以下のとおり

である。 
 ・選択数１位の「ITS 技術」は「舗装と道路」のセッション参加者全員が選択しており、「交通と技術」

のセッション参加者からの選択も多い。一方、「災害と橋梁」のセッション参加者は選択していない。 
 ・同様に選択数１位の「道路の安全性」は、主に「交通と技術」のセッション参加者が選択している。 
 
今回のアンケートは回収数が少なく、一部から全体を類推するのは困難であるが、１つの見方として、 
・各セッションの重みは同程度である。 
・一部の回答者は、セッション参加者の総意を代表している。 

という前提条件だと仮定すると、表－４に示す各項目の評価は表－５のようになり、上位 3 項目は以下

のようになる。 
1 位：ITS（高度道路交通システム）技術     63% 
2 位：道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術 44％ 

 3 位：道路の安全性               35% 
 

表－５ 次回のワークショップのテーマの整理（その２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 TSⅠ TSⅡ TSⅢ 平均
・実施計画と規制 33% 0% 43% 25%
・評価を含む、投資と優先順位 33% 0% 14% 16%
・道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術 67% 67% 0% 44%
・維持補修と関連した問題 33% 67% 0% 33%
・ITS（高度道路交通システム）技術 100% 33% 57% 63%
・舗装の施工と維持補修（高機能舗装を含む） 33% 0% 0% 11%
・土木技術における判断を含む能力開発 33% 67% 0% 33%
・プロキュアメントシステム 0% 0% 14% 5%
・災害のマネージメント 33% 33% 0% 22%
・道路の安全性 33% 0% 71% 35%
・気候変動を含む環境問題 33% 0% 43% 25%
・経済と道路プロジェクトとの関連 33% 0% 29% 21%
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 なお、主要な項目に対する意見の中には、具体的な研究ニーズもいくつか含まれているため、それら

については、研究ニーズに取りまとめる。また、別の設問である「最も興味深かったこと」からもニー

ズと考えられるものは、幅広に取り上げ、研究ニーズとして記載するようにする。 
 
 
３．ＷＳのとりまとめ 
 ワークショップでは、表－３に示す３つの技術セッションで、各セッションのとりまとめが行われた。

このとりまとめにも、インドネシアのニーズが含まれるため、研究ニーズの参考になると考えられる部

分については和訳を以下に示す。 
 
３－１．専門セッション 1（舗装と道路） 
（１）討論、検討の結果 

① 日本とインドネシアの間では、アスファルトの性状および施工の方法について、特に品質管理

の点で大きな違いがあることが確認されている。また、「Asbuton(ブトン天然アスファルト)」
のようなインドネシア固有の技術は日本では高価であると考えられており、日本では橋梁の防

水工事に使われる程度である。日本は洗練されたインドネシアの技術に期待する。 
日本は多孔質アスファルト舗装や舗装道路のモニターシステムのような新鋭技術に優位性を持

っており、こういった技術をインドネシアで利用することで、効率的な舗装道路の管理を行う

ことが可能となる。 
② インドネシア同様、日本も種々のタイプのアスファルトミックスを開発している。 
③ 舗装道路の修理を行う際、日本は「ひび割れ率」と「わだち割れ深さ」を重要な指標として使

っているが、これはもともと AASHTO(American Association of State Highway and 
Transportation Officials) (PSI)から来たものである。 

④ 日本では多孔質アスファルトは主として高速道路で使用され、排水を良くし、水しぶきや水は

ねを減少させ、安全を確保するために使用されている。また、多孔質のアスファルト表面に目

詰まりが出来るのを防止するため、最先端の技術が開発されている。 
⑤ 日本では、道路の状況を示すデータを採集するため、毎日 50～100km の区間に渡って目視で

パトロールを行っている。また、3 年毎に道路表面測定装置を用いた測定を行う。 
⑥ Asbuton（ブトン天然アスファルト）の評価をする際、初期の建設コストのみならず、ライフ

サイクルコストをも加味して評価する必要がある。Asbuton が高価な理由は、輸送費がかかる

ことに加えて、採掘した原鉱からアスファルト留分を抽出する手間がかかることによる。

Asbuton（ブトン天然アスファルト）の件に関して日本側としては、関連する業界の協力を得

てインドネシア側を援助する用意がある。 
⑦ 日本はトリニダードにあるピッチレイク（アスファルト沼）で取れる天然アスファルトを使用

しているが、これは道路舗装用ではなく橋梁の鋼製デッキ部の防水用であり、これにより水の

浸入による腐食から鋼製デッキ部を守っている。 
⑧ 降雨で浸水する道路については、インドネシアでは単にかさ上げをするか剛性の高い舗装にす

るだけである。日本では常に洪水状態になるような道路はないので、この問題に関する助言は

限られたものとなる。日本は現在、道路の表面からすぐに滲みこむ透水性のある舗装を開発中
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である。また日本の経験によれば剛性の高い舗装は推薦できない。その理由は柔軟性のある舗

装に比べるとメンテナンスが非常に複雑になるからである。 
⑨ 日本ではアスファルトによる安定処理路盤はセメント処理路盤よりも広く一般的に使われてい

る。その理由は、セメント安定化処理路盤（CTB）は剛性が高いためメンテナンスが難しいこ

とによる。 
⑩ 道路表面測定装置を使うと、カメラと画像アナライザーを用いて、「ひび割れ率」（クラック面

積と全面積との比）が自動的に測定できる。 
⑪ 舗装に関する問題は、討議をおこなうこともさることながら、現場を見て解決することも必要

である。このため日本側の専門家はさらにインドネシアに行って協議を行いたい。 
⑫ インドネシアには約 52％の未舗装道路がある。今後建設予定の簡易舗装とLow Volume Road

についての計画はRDCRBが作成している。それによると2010年は未舗装道路に焦点を当て、

翌年以降は簡易舗装とLow Volume Road に焦点を当てることになっている。日本は簡易舗装

の開発も行っている。このため今後簡易舗装と低交通量道路についての協力も必要となる。 
 

（２）共同研究のテーマ 
共同研究のテーマとして以下の事項が挙げられた。 

① 舗装管理システム、メンテナンス用資材とモニターの方法を含む 
② 現場リサイクル法などの最新技術や、高いわだち割れ抵抗（例えばStone Mastic Asphalt）、

低騒音舗装や透水性舗装。 
③ Asbuton（ブトン天然アスファルト）に関する技術開発 
④ 簡易舗装と低交通量道路に関連する技術 

 
３－２．専門セッション 2（災害と橋梁） 
（１）討論、検討の結果 
日本とインドネシア双方が興味を持っている共通のテーマが既にある。それは耐震設計、道路橋の補

強、地震後の危機管理であり、以下の点が議論された。 
① 地震後の構造物補修の方法は、被害の程度と橋梁の劣化度合いに左右される 
② 地震災害を軽減するため、以下の 3 つの基本方針が、日本の国総研によって紹介された 

a. 橋梁に対する耐震設計の仕様 
b. 橋梁の耐震補強 
c. 地震後の速やかな道路ネットワークの復旧 

③ 地震による橋梁被害の４つの要因をRDCRB が指摘した 
ａ. 橋梁上部工の横方向の動き 
ｂ. 橋梁上部工主要部と追加構造物との間の横方向の膨張 
ｃ. 橋梁の沈下による、橋梁盛土への接近 
ｄ. 擁壁および橋台に発生した亀裂 

④ 過荷重は橋梁破壊の原因であるが、インドネシアではよく見られる 
⑤ 長大橋梁に関する日本の技術情報は、日本の国総研によって提供される 
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（２）研究情報交換のテーマ 
相互に興味のある下記のような情報を交換することが有意義であろう 
① 地震災害の評価（決定論的な、あるいは確率論的な地盤振動の予測） 
② 津波情報をも含む地震災害情報 
③ 情報伝達に関わる技術、特に、即座に情報収集をするとともに関係者間で情報を共有できるよ

うな形の技術 
④ 緊急に対応、周知できるような地震被害予測 
⑤ 道路橋の耐震設計技術 
⑥ 道路橋の耐震補強技術 
⑦ 地震後の道路橋の耐震性評価 
⑧ 地震で被害を受けた道路橋の緊急復旧方法 
⑨ 道路橋の崩落防止法 

 
３－３．専門セッション 3（交通と技術） 
（１）討論、検討の結果 
日本は ITS 技術も進んでいる。狭い道路で逆方向から来る車があると警告したりするものであるが、

インドネシアでも使える技術である。 
 
① 地方の ITS 戦略：濱田俊一氏の内容 
最近開発された ITS 技術の全容と、特に地方における狭い道路での ITS 技術の応用について発表があ

った。この ITS の装置は簡易で比較的安価であり、狭い道路に進入する車両に対して指示を与えドライ

バーが道路に進入すべきか道路が空くまで待つべきかを教えるものである。 
このタイプの ITS 技術は住宅地域の狭い道路での導入が適切であり、反対方向から車両が来ているこ

とを知らずに双方から進入して、どちらにも動けなくなる状態を避けることができる。 
この ITS技術とその応用に関しては、更に詳細にインドネシア側の技術者、研究者に紹介していただ

きたい内容である。 
 
② 橋梁のメンテナンスのための構造データの取得について：小西拓洋氏の内容 
橋梁の劣化度合いをモニターするための ITS 技術について発表があった。これはストレーンゲージを

用いて、トランスミッターに接続して、事務所のコンピュータに情報を転送するものである。同じよう

な技術で車両の重量を測ることができるため、交通に対する負荷を探知することも可能になる。このタ

イプのITS技術は車両の重量分布をモニターする点で、インドネシアにふさわしい。この装置の簡便性、

適用性、経済性、耐久性等がインドネシアの現状にふさわしいか、評価されるべきである。インドネシ

アの道路網における過積載の問題からは、このシステムが簡便で操作が容易であることがふさわしいと

思われる。 
 
③ 電子料金徴収システムをインドネシアに導入するための政策と評価：Rudy Hennawan 博士の内容 

ETC による料金徴収システムについて発表があった。このシステムはスマートカードを用いてカード

リーダーにタッチすることで料金を支払うものである。これは料金支払いブースに代わるものであり、

現在のETC の取扱量は約 10％程度である。残りは人の手で徴収する。将来このシステムは更に改良さ
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れて、タッチしなくても良いようになる。このようなシステムを将来導入するためには、ドライバーに

対する教育等が必要になる。 
 
④ インドネシアにおける ITS 発展戦略：Pantja Dharma Oetojo 氏の内容 
連動した交通管制システムについて発表があった。これはジャカルタやバンドンのような都市部で用

いられているものであるが、ある事情で多くのシステムが、一部のみ用いられるか、使われないで独立

型の従来型信号に逆戻りしているとのことである。 
また、RDCRB の事務所では、交通の研究者は軸負荷を計測して遠隔通信システムで事務所にデータ

転送できる「自動交通量分類計測器」などの交通管理機器の開発に従事している。そのほかにも交通情

報、あるいは他の道路データを関係者がアクセスできるシステムがある。移動式の無線スタンドアロン

交通信号は工事現場の交通整理に使用される。しかしRDCRB の行うこれらの研究は未だ開発途上にあ

るとのことである。RDCRB では、電子機器の開発が出来る専門家が不足している。 
緊急の都市交通の問題点は、大量の二輪車の問題である。ITS を使ってこの問題を解決するには格段

の配慮を要すると考えられる。 
 
（２）共同研究のテーマ 
以下のテーマが望ましい。 
① 低コストで、設置が容易で、実現可能性のある地方の ITS 
② 高速道路の交通管制、モニター技術、ETC の採用 
③ 交通安全と渋滞緩和 
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４．インドネシアの状況 
 研究ニーズの把握にあたり、認識しておくべきインドネシアの道路に関係する情報として、車両の保

有台数、道路延長を調べるとともに、WS 参加者の意見として多かった交通事故に関係する数値を以下

に示す。 
 数値情報はインドネシア政府より公表されていた情報を整理し以下の表に示す。インドネシアでは、

表－６に示すように、特に2003年から2008年にかけて車両保有台数が約2.5倍になっているのに対し、

表－７に示すように道路延長はさほど増えていない。そのような中で、交通事故の数値も増減はあるが

（表－８）、事故車両数等は急増しており、オートバイの数が急増している（表－９）。このような交通

事故に関する状況が、「ITS（高度道路交通システム）技術」と並んで「道路の安全性」が次回のワーク

ショップのテーマ選択の１位となった意見に現れたのではないかと推測される。 
 
①インドネシアの車両台数 

表－６ インドネシアの車両保有台数 (台) 

西暦 乗用車 バス トラック オートバイ 合計 5 年間増加率 
1988 1,073,106 385,731 892,651 5,419,531 7,771,019 － 
1993 1,700,454 568,490 1,160,539 7,355,114 10,784,597 139％ 
1998 2,769,375 626,680 1,586,721 12,628,991 17,611,767 163％ 
2003 3,885,228 798,079 2,047,022 19,976,376 26,706,705 152％ 
2008 9,859,926 2,583,170 5,146,674 47,683,681 65,273,451 244％ 

 ＊インドネシア中央統計庁HP より 
 
②道路延長 

表－７ インドネシアの道路延長（km） 

西暦 国道 県道 地方道 市街地道路 有料道路 合計 前年比増加率 
2004 34,629 46,498 229,080 21,863 660 332,730 － 
2005 34,318 46,771 229,208 21,934 772 333,033 100％ 
2006 34,318 46,771 229,208 21,934 772 333,033 100％ 
2007 36,318 50,044 245,253 23,469 772 355,856 107％ 
2008 36,318 50,044 245,253 23,469 772 355,856 100％ 

＊インドネシア運輸省HP データより 
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③交通事故数 
表－８ 交通事故関係数 

死者数 西暦 事故数 
（件） 

事故車両 
（台） 

死傷者数

（人） （人） (人/日) 
重傷 
（人） 

軽傷 
（人） 

損失額 
(BR) 

2004 17,732 26,187 32,271 11,204 30.6 8,983 12,084 53.05 
2005 91,623 28,245 103,323 16,115 44.2 35,891 51,317 51.56 
2006 87,020 70,308 101,354 15,762 43.2 33,282 52,310 81.85 
2007 48,508 84,090 82,588 16,548 45.3 20,180 45,860 103.29 
2008 56,584 130,062 94,921 19,216 52.5 22,364 53,341 123.01 

＊インドネシア運輸省HP データより 
＊BR：Billion Rupiah（10 億ルピア）=約 1 千万円（2010 年 3 月時点） 

 ＊表中の死者、重傷、軽傷の定義は、以下のとおりである。 
死者；事故発生 30日以内に事故に起因する負傷が原因で死亡した場合 
重傷；事故後病院での治療が 30日以上の場合 
軽傷；事故後病院での治療が 30日未満の場合 

 
④交通事故車両 

表－９ インドネシアの交通事故に関係した車両 

西暦 乗用車 バス トラック オートバイ 合計 
2004 5,442 1,650 4,872 14,223 26,187 
2005 6,095 1,607 4,872 15,671 28,245 
2006 10,604 2,945 9,168 47,591 70,308 
2007 12,726 3,278 11,006 57,080 84,090 
2008 16,552 3,973 14,328 95,209 130,062 

＊インドネシア運輸省HP データより
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５．研究ニーズの整理 
５－１．研究ニーズのとりまとめ 
 インドネシア側の実務担当者と国総研の実務担当者により共同ワークショップを開催する前に事前

の打ち合わせを行なっており、その際インドネシア側から優先順位の高い研究ニーズとして以下の３つ

が選定された。 
①道路のためのアセットマネージメント技術 
②各地域における最適な道のための柔軟な技術規格 
 （インドネシアでは国土が広大で、諸条件の違いが大きいため、画一的な基準では各地域に最

適な道路は建設できない。） 
③道路に関する自然災害に対する防災と減災 
 （インドネシアでは、気候・地形・地質条件により地すべり災害の危険性が高い。） 

 
なお、選定されなかった項目は以下のとおりである。 

④道路管理のための、実際の新しい公共管理手法 
⑤有料道路と交通情報の分野の新しいサービス。 
⑥道路建設と関連した調達におけるコスト削減方法。 
⑦道路ネットワークにおける広域的な警報体制への挑戦。 
⑧町の快適さを向上するための道路計画。 

 
選定された項目が、アンケートの項目と必ずしも対になっているわけではないが、概ね以下のアンケ

ート項目で参加者に研究ニーズを聞いていると考えられる。 
①「維持補修と関連した問題」と「舗装の施工と維持補修（高機能舗装を含む）」の合計 

（両方を選択した場合人は１人とカウント）  3 人（5 位／12 件） 
②「道路と橋（耐震補強技術を含む）の建設技術」 4 人（3位／12 件） 
③「災害のマネージメント」                      2 人（9位／12 件） 

 
一方、２に示すように、アンケートで最も多くの方に選択された項目は、7 人に選択された「道路の

安全性」であった。アンケートの意見からは、交通事故、特に人と車両の事故を課題と見ていると推測

される。４に示すように最近のインドネシアの交通事故についての調査結果では、特に近年死者数が増

加している。日本とインドネシアの交通事故に関する比較を表－１０に示す。事故件数では、日本の方

が多いが、死者数ではインドネシアのほうが多い。 
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表－１０ 日本とインドネシアの交通事故の比較 

国（対象年） 事故数（件） 死者数（人） 重傷（人） 軽傷（人） 
日本(2009) 736,688 4,914 53,690 856,425 

インドネシア(2008) 56,584 19,216 22,364 53,341 
      出典：日本のデータは警視庁HP より 
   日本の死者、重傷、軽傷について 

死者：交通事故発生から 24 時間以内に死亡した人数（別途 30 日死者も統計を取っているが

通常 24 時間が用いられる。） 
.    重傷者：交通事故によって負傷し、1 ヶ月（30日）以上の治療を要する場合。 

軽傷者：交通事故によって負傷し、1 ヶ月（30 日）未満の治療を要する場合。 
 
ただし、インドネシアの交通事故の数字については、公表元のインドネシア運輸省より、「交通事故の

過少報告の場合」と題して、 
・ 警察による報告がない場合に、様々な管轄権（管轄外であること）が大きな一因となっている。 
• 警察は報告された場合だけを記録する。 
• 保険会社は被害者が請求を申し立てた時のみ記録する。 
• 病院はDUA(到着後すぐに死亡)犠牲者も記録しないし、治療を受けた後死亡した犠牲者も記録しな

い。 
 
 過少報告を避けるために、私たちはRoad Safety Information System（道路安全情報システム）を

Indonesia Police（インドネシア警察）、Ministry of Transportation（運輸省）、Ministry of Public Works
（公共事業省）、Ministry of Health（保健省）、そして調整者としてのNational Planning Board（国家

計画委員会）と共に確立しようとしている。 
 
という資料を公表している。 
また、両国では、人口、車両の保有台数等、その他にも違いが有り、表－１０をそのまま比較するこ

とはできないが、インドネシアでは最低でも 2 万人近い交通事故死者数があることから、社会問題とし

て認識されているものと推測される。 
 
以上より、事前の打合せでは、比較的道路管理者的な視点が強く反映されて研究ニーズが選定されて

いたが、アンケート結果は、道路利用者に近い視点からの研究ニーズが選定されたのではないかと推測

される。 
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５－２．研究ニーズ 
研究ニーズについては、共同研究のニーズを把握することが目的であるため、せん別することなく、

幅広く全ての意見を列挙した。 
 

（１）舗装 
１）舗装管理システム（メンテナンス用資材とモニターの方法を含む） 
２）現場リサイクル法などの最新技術や、高いわだち割れ抵抗（例えばStone Mastic Asphalt）、

低騒音舗装や透水性舗装。 
３）Asbuton（ブトン天然アスファルト）に関する技術開発 
４）簡易舗装と低交通量道路に関連する技術 
５）補修の寿命、過負荷、使用される補修資材に関する研究 
６）MCI（メインテナンス管理指数）のインドネシアへの導入 

  ７）各地域における最適な舗装のための柔軟な技術規格 
 
（２）橋梁（耐震関連を含む） 

１）緊急に対応、周知できるような地震被害予測 
２）道路橋の耐震設計技術 
３）道路橋の耐震補強技術 
４）地震後の道路橋の耐震性評価 
５）地震で被害を受けた道路橋の緊急復旧方法 
６）道路橋の崩落防止法 
７）長大橋の設計及び建設技術 
８）地震断層の影響への対策(スンダ海峡) 
９）耐風安定性の試験方法 
10）各地域における最適な橋梁のための柔軟な技術規格 
 

（３）ＩＴＳ 
１）低コストで、設置が容易で、実現可能性のある地方の ITS 
２）高速道路の交通管制、モニター技術、ETC の採用 
３）渋滞緩和（交通混雑解消）のための ITS システムの導入 
 

（４）道路の安全性 
１）交通安全技術 
２）道路標識と利用者の間の管理システムの構築 
３）幅が狭い道における通行者の発見技術 
４）夜に道を渡る通行者の発見技術 
５）インドネシアの道路における事故の最小化の研究 
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６．まとめ 
インドネシア側の協力により、アンケート結果に基づき、回答者が次回のワークショップのテーマに

すべきと考えている課題の項目、その具体的な内容を把握した。 
また、共同ワークショップ会議中には、インドネシアの公共事業省副大臣(Mr. Hermanto Dardak)の

挨拶において長大橋とトンネルの技術について重要性が指摘された。長大橋はアンケート結果にも含ま

れており、またそれら両技術については、日本は世界有数の技術を有していることから、この分野にお

ける研究協力も可能性が高いものと考えられる。 
取りまとめた研究ニーズの多くは、日本で既に研究として取り組まれている項目が多いと判断される

が、インドネシアでの適用を考慮すると、日本の既存の技術を改良する必要があるニーズも含まれると

考えられ、それらには共同研究が必要と思われる。 
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調査報告 概要版 
 
インドネシアの政府関係の研究機関における舗装、橋梁、ITS 等、関連分野の研究ニーズを把握する

ための基礎的調査を行なった。その方法として、「INDONESIA /JAPAN-JOINTWORKSHOP in BANDUNG Held 

by RDCRB and NILIM/PWRI」においてアンケート調査を実施した。 
また、アンケートを行なった会議では、インドネシアの公共事業省副大臣(Mr. Hermanto Dardak)の

挨拶において、長大橋とトンネルの技術について重要性が指摘された。これらの技術については日本は

世界有数の技術を有していることから、この分野における研究協力も可能性が高いと考えられる。 
それらの情報を整理して、以下の研究ニーズを整理した。 
 

（１）舗装 
１）舗装管理システム（メンテナンス用資材とモニターの方法を含む） 
２）現場リサイクル法などの最新技術や、高いわだち割れ抵抗（例えばStone Mastic Asphalt）、

低騒音舗装や透水性舗装。 
３）Asbuton（ブトン天然アスファルト）に関する技術開発 
４）簡易舗装と低交通量道路に関連する技術 
５）補修の寿命、過負荷、使用される補修資材に関する研究 
６）MCI（メインテナンス管理指数）のインドネシアへの導入 

  ７）各地域における最適な舗装のための柔軟な技術規格 
 
（２）橋梁（耐震関連を含む） 

１）緊急に対応、周知できるような地震被害予測 
２）道路橋の耐震設計技術 
３）道路橋の耐震補強技術 
４）地震後の道路橋の耐震性評価 
５）地震で被害を受けた道路橋の緊急復旧方法 
６）道路橋の崩落防止法 
７）長大橋の設計及び建設技術 
８）地震断層の影響への対策(スンダ海峡) 
９）耐風安定性の試験方法 
10）各地域における最適な橋梁のための柔軟な技術規格 
 

（３）ＩＴＳ 
１）低コストで、設置が容易で、実現可能性のある地方の ITS 
２）高速道路の交通管制、モニター技術、ETC の採用 
３）渋滞緩和（交通混雑解消）のための ITS システムの導入 
 

（４）道路の安全性 
１）交通安全技術 
２）道路標識と利用者の間の管理システムの構築 
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３）幅が狭い道における通行者の発見技術 
４）夜に道を渡る通行者の発見技術 
５）インドネシアの道路における事故の最小化の研究 

 
（５）トンネル 
  １）トンネルの設計及び建設技術 
 
以上のニーズの多くは、日本で既に研究として取り組まれている項目が多いと判断されるが、インド

ネシアでの適用を考慮すると、日本の既存の技術を改良する必要があるニーズも含まれると考えられ、

それらには共同研究が必要と思われる。 
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参考資料リスト 
 
Ａ．質問表（英語） 
 
Ｂ．回答原文（19 人分） 
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Ａ．質問表（英語） 
INDONESIA/JAPAN-JOINTWORKSHOP in BANDUNG  

Held by RDCRB and NILIM/PWRI 
 

<Questionnaire to Participants> 
 

Thank you very much four your participation in this international joint workshop. 
It would be our pleasure to have your cooperation for this questionnaire in order to promote the 
collaboration between Indonesia and Japan in the research sphere of Roads and Brides. 
 

1. May we have your overall evaluation on this Workshop by checking charts shown below. 
 

 <Excellent>                            <Not Good> 
 

(1) General Session 
5 4 3 2 1 

if you participated in; 
(2)-1 Technical SessionⅠ 
(Pavement and Expressway) 

5 4 3 2 1 

if you participated in; 
(2) -2 Technical SessionⅡ  
(Disaster and Bridges) 

5 4 3 2 1 

if you participated in; 
(2)-3 Technical SessionⅢ 
(Traffic and Technology) 

5 4 3 2 1 

(3) Discussion of each of (2)  
5 4 3 2 1 

 
2. What kind of issues and topics did you get your strongest interest in this workshop?  
Please write down specifically in the blank bellow.  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（Ex. New Materials of Pavement proposed from Japan side etc.） 
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3. What sort of theme and issue would you like to cover in the next JOINT-WORKSHOPs ? 
When you hit upon some ideas, please check on the blanks(□) shown below. And, could you write 
down specific contents as much as possible. 

 
□Planning of Act and Regulation □Investment and Prioritization including Evaluation 
□Construction Technology for Road and Bridge (including earthquake resistant construction 
technology). 
□Maintenance and related issues □ITS (Intelligent Transport Systems) technology. 
□Execution and maintenance of the pavement（including high-performance pavement） 
□Capacity Building including Civil Engineering Judgment □Procurement Systems 
□Disaster Management □Safety in Road □Environment issues including Climate Change 
□Relevance between Economy and Road Projects □Others 

 
You can select upper-mentioned items as much as possible. Detailed description on your selected 
items one by one in the blank below will be highly appreciated. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. Your voice and comments for this joint workshop.  
 
 
 
 

Your Name  ：                                  
Organization ：                                  
E-mail address：                                  

Thank you for your cooperation! 

 

【Example】 
Selected Topic: Disaster Management 
Content : Due to the lack of information communication system between road users & road 
administration bodies especially in the mountain areas, in the east JAWA area, normally, it takes 
3 days for initiation of road recovery works at site. It leads to great loss for regional economy and 
social activities etc. 

Selected Topic: 
Content :  

Selected Topic: 
Content : 
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B．回答原文（19 人分） 
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3. 今後の外交的活動について 
 

 

 



 



3. 今後の外交的活動について 

 

（１） 国総研における外交的活動の目標と領域の再設定 

 

 

 

 

 

 

   問題提起 

 

 

 

 

   視点を変える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   従来パターンからの脱却、研究所としてできることは何か？ 

 

 

 

 

 

従来の旧建設領域は、 

・「欧米」へは知識や最新情報の取得 

・「アジア」へは工事受注活動 

・２国間活動も、本省の枠組みの下での本省業務「請負型（独自マネジメントの弱さ）」

欧米からは知識を吸収して研究成果を国内活用、アジアでは援助工事の単発受注とい

う、「欧米と研究しアジアで工事」というパラダイムのままで良いのか？ 

「巨大建設市場の創造を視野にアジアとの研究を戦略的に展開」という新

たなパラダイムへ、国総研の外交的活動の目標と領域の重点をシフトしてい

くべき。 

＜アジアにおける関連技術市場の創造＞ 

・長大橋梁・トンネル技術や保全システム 

・幹線道路に標準装備された排水性舗装（雨天時の安全性） 

・交通状況分析、交通機関分担や渋滞対策の立案技術 

・洪水、土砂災害警報システム、IT 活用（交通管制等） 

・環境保全、合意形成等の地域施策 等 

→ アジアにはこれらの巨大な市場が潜在する 
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（２） アジア建設市場での国総研の外交的活動 

 

＜研究フェーズでこそできること＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国総研の現状と今後の外交的戦略に関するまとめ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・共同 WS を開催しわが国の優れた技術をアピール 

・相手国キーマンの特定と組織的な関係（文書）づくり 

・共同研究等による当該技術の適応性の向上 

・相手国の計画への当該技術やスペックの書き込み 

・高い適応技術を有する、相手国との合併会社で建設する等、アジアにおける当該技術

市場を広げていく 

・「国（国交省）という立場」 

・「技術政策を研究するという権

能」を有する国総研が、アジア

の建設市場の獲得に向けて戦略

的に研究連携を展開していくこ

とが大切。」 

 

（重点国） 

・２０２０年頃に中国を人口で

抜く「インド」 

・国際収支プラスの「インドネ

シア」 

・急成長が期待される「ベトナ

ム」 

・わが国の国内市場が縮小する中、アジ

アには巨大な建設需要。アジアの成長の

取り込みが不可欠。 

・標準化も現状で欧州に有利、世界市場

のヘゲモニーを握るためにも、わが国は

アジア各国との連携、取り込みが必要。
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